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経済産業省 1110330

　中心市街地の活性化や商店街の振興を図るため、経済産業省及び中小企業庁所
管の関連補助金を再編統合し、
①　ソフト事業及びハード事業を支援する補助制度とし、補助メニューについて
は大括り化する。
②　補助対象となる事業主体について、商工会・商工会議所、ＴＭＯ、商店街振
興組合、事業協同組合、市町村等、幅広く対象とする。
③　事業主体による補助率の格差を是正する。

・中心市街地活性化法
・地域産業集積中小企業等活
性化等補助金交付要綱
・中小企業経営支援対策費補
助金
・商業・サービス業集積関連
施設整備費補助金交付要綱
・中心市街地商業等活性化総
合支援事業費補助金交付要綱

・中心市街地商業等活性化総合支援費補助金
は、ハード・ソフトを一体的に支援する補助制
度となっている。
・商業・サービス業集積関連施設整備費補助金
及び中心市街地商業等活性化総合支援事業費補
助金は、最終補助対象者が市町村であり、一
方、商店街等活性化事業、大型空き店舗活用支
援事業、ＴＭＯ自立支援事業及びリノベーショ
ン補助金は、最終補助対象者が組合等となって
おりそれぞれ異なる最終補助対象者に応じた補
助率を採用している。

1.A

2.D

3.C

１．市町村向けの補助事業について、使い易いものとするため、再編整理する方向で概算要求に反映。
２．ソフト事業、ハード事業を一体的に支援するものとしては、現在、中心市街地商業等活性化総合支
援事業を実施しているところ。
３．中心市街地・商店街の活性化に向けた取組においては、自治体、商工会・商工会議所、ＴＭＯ等と
いった様々な主体がそれぞれ重要な役割を担っている。各補助事業は、施策の目的やこれら実施主体の
性質・役割に応じて設計されており、統合等を行うことは困難である。

1.Ⅰ １．市町村向けの補助事業について、使い
易いものとするため、再編整理し政府予算
案に反映。なお、市町村向けの補助金につ
いては、三位一体改革に対応し、平成１８
年度に廃止、一般財源化。

1.
(項）中心市街地商業等活性
　　　化対策費
　(目)商業・サービス業集
積
　　　 関連施設整備費補助
       金
1.及び2.
(項)中心市街地商業等活性
　　 化対策費
　(目)中心市街地商業等活
　　　 性化総合支援事業費
       補助金

0

1,076,323

1331 13312050栃木県 栃木県
栃木県経済
新生計画

経済産業省 1110440

「森林文化の里」を宣言した本村では、その豊かな空間、ゆったりとした時間の
中で、企業や個人の創造的な発想を促すため、村内に張り巡らされる予定の光
ファイバーケーブルによる高速通信インフラを活用し、ベンチャー企業の事務所
やＳＯＨＯオフィスを整備することで、創業支援や育成支援を予定している。し
かし、それを支援する施策として補助事業をはじめ様々な支援策が講じられてい
るが、ベンチャー企業等の支援という目的が同じであるにもかかわらず、総務
省、厚生労働省、経済産業省および農水産業省がそれぞれ所管を分けて実施して
いるとともに、事業の種別、内容が多岐にわたっているため、制度を活用する立
場においては、内容がわかりにくく、また、事務の手続きが煩雑となるため効率
的な執行ができないのが現状である。そこで、これらの支援策を「ベンチャー企
業等の創業等支援総合事業」として整理、統合することにより効率的に実施し、
目的を効果的に達成できるように制度の改革を要望する。

0

創業・ベンチャーへの挑戦を強力に後押しし、経済
活性化と雇用拡大の原動力である元気な中小企業を
育成するため、技術革新、人材の育成・充実、市場
創出等に挑戦する者に対して、強力かつ多面的な支
援を行っているところ。

１．Ｃ
２．Ａ

１．各省で行われている創業・ベンチャー企業等に対する支援施策は様々な施策目的の下で実施されており、こ
うした目的の異なる施策を整理・統合することは一部の施策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではな
い。
２．一方、経済産業省においては、中小企業経営革新支援法、新事業創出促進法、中小企業の創造的事業活動の
促進に関する臨時措置法について、抜本的な見直しを行うなど、国民にわかりやすい一体的な体系を構築するた
め、創業、ベンチャー企業向け技術開発関連予算及び、販路開拓関連予算に関する整理・統合について１７年度
概算要求に反映しているところ。

２．Ⅰ

①創業・ベンチャー・新事業関連の技術開
発予算（創造技術研究開発事業、中小企業
ベンチャー挑戦支援事業（実用化研究開
発））を統合。
②複数の販路開拓事業（ベンチャーフェ
ア、ベンチャープラザ、中小企業総合展、
新市場見本市)を統合し、新市場創出支援
活動事業を創設。

①（項）中小企業対策費
（目）中小企業経営支援等
対策費補助金
（目細）中小企業創業・経
営革新等支援補助金のうち
中小企業・ベンチャー挑戦
支援事業実用化研究開発事
業
②（項）独立行政法人中小
企業基盤整備機構運営費
（目）独立行政法人中小企
業基盤整備機構一般勘定運
営費交付金のうち新市場創
出支援活動事業費

①3,297,000
②585,000

1315 13152030滋賀県 朽木村
森林文化創
出プロジェク
ト

経済産業省 1110380

本市では「民学産公」の連携・協力により、教育・学習機能、研究・開発機能、
窓口・ネットワーク機能を持つネットワーク大学（仮称）の開設を予定してい
る。
  しかし、こうした構想を実現するには、産学官共同の研究開発の成果を事業化
に効果的に結び付けていくことが重要であるが、既存の産学連携関連支援施策
は、対象分野や実施主体、研究目的等が非常に細分化・具体化されており、地域
主導で効率的な事業実施を行う観点からは、使い勝手が悪いため、関連する国庫
補助金の統合・一元化を図り、地域の自主裁量を拡大した事業を創設する。

0

・経済産業省と文部科学省においては、それぞ
れ「産業クラスター計画」と「知的クラスター
創成事業」等を進めているが、(1)経済産業省で
は、企業を中心とした実用化技術開発（地域新
生コンソーシアム研究開発事業等）などの産学
官連携事業を推進し、新事業の創出を図る、(2)
文部科学省では、大学等公的研究機関を中心と
した基礎的研究分野における産学官共同研究
（知的クラスター創成事業等）を推進し、新技
術シーズの創出を図る、という役割分担の下、
施策の重複を避けつつ、両省が一致協力して、
地域における産学官連携を推進しているとこ
ろ。
・また、両省は、総合科学技術会議など内閣の
要請も踏まえ、(1)関係地方自治体と経済産業
省、文部科学省の両省が参加する「地域クラス
ター推進協議会」を地域毎に設置するほか、(2)
地域毎に両省の事業の効果に関する「合同成果
発表会」を年１回程度開催し、関係事業の参加
者の間で情報交換を行うなど、連携体制を構築
することとしているところ。

1.C

2.A

１．各省で行われている産学官連携関連支援施策は、様々な施策目的の下で実施されており、こうした
目的が異なる施策を整理・統合し地域の自主裁量を拡大することは、一部の施策目的が達成されないお
それが生じるため適当ではない。

２．一方、御提案にもあるように産学官共同の研究開発の成果を事業化に効率的に結び付けることが重
要であることにかんがみ、「産業クラスター計画」と「知的クラスター創成事業」との連携を強化すべ
く、産業クラスター計画関連施策の一つである地域新生コンソーシアム研究開発事業において、知的ク
ラスター創成事業等他府省の施策から生まれた成果をより積極的に取り込むための「他府省連携枠」を
創設することを概算要求に反映しているところ。さらに、総合科学技術会議では関係省庁が連携し政府
一体となって取り組むべきテーマを連携施策群として積極的に推進することとしており、その一つとし
て「地域クラスター」が検討されているところ。

２．Ⅰ

【概要】
　地域において新産業・新事業を創出し、
地域経済の活性化を図るため、大学等の
技術シーズや知見を活用した産学官の強
固な共同研究体制（地域新生コンソーシア
ム）の下で、実用化に向けた高度な研究
開発を実施。
　なお、平成１７年度より、文部科学省の
知的クラスター創成事業等他府省の研究
開発施策で生み出された新技術シーズを
切れ目なく実用化・事業化に結びつけるた
めの「他府省連携枠」とともに、高度部品・
材料産業分野における中堅・中小企業の
基盤的技術の底上げを目的とした「ものづ
くり革新事業枠」を創設する。
【金額、期間】
　地域新生ｺﾝｿｰｼｱﾑ研究開発：１億円以
内／件・年×２年以内
　　（他府省連携枠：１億円以内／件・年×
２年以内）
　　（ものづくり革新事業枠：３億円以内／
件・年×３年以内）
　中小企業地域新生ｺﾝｿｰｼｱﾑ研究開発：
3,000万円以内／件・年×２年以内
　地域新生ｺﾝｿｰｼｱﾑｴﾈﾙｷﾞｰ研究開発：１
億円以内／件・年×２年以内

（目）産業技術研究開発委
託費のうち（目細）戦略的技
術開発委託費
（目）中小企業産業技術研
究開発委託費
（目）エネルギー使用合理
化システム開発調査等委託
費のうち（目細）地域新生コ
ンソーシアムエネルギー研
究開発委託費

13,719,987 1634 16342010東京都 三鷹市

産学官連携
事業におけ
る補助金の
再編

経済産業省 1110490

国において、新事業・新産業の創出のための全国レベルのスキルバンク（登録者
例：新技術エージェント等）及びその人材派遣制度を創設する。本県はその制度
を活用して、新技術の芽出しから事業化までのトータルプロデュースを行うこと
のできる人材をこのスキルバンクから派遣してもらう。このことより効率的かつ
効果的に新技術・新産業の創出や既存産業の再生が可能になり、本県経済の活性
化につなげることができる。

0

【ＯＢ人材】
社内人材だけでは解決が困難な中小企業が直面する経営課題を
克服するため、商工会議所等において、優れた経営ノウハウや
広範な人脈を有する企業等ＯＢ人材をデータベースに登録し、
中小企業とのマッチングを支援。平成１６年７月２２日現在で
３２地域で事業を実施、１，５７７名のＯＢを登録。また中小
企業とＯＢ人材とのマッチング件数は４０８件となっている。
【ＭＯＴ人材】
２００７年度までにＭＯＴ１万人/年体制の整備を図るため、
大学や民間教育機関に対し、技術と経営の双方に通じた技術経
営（ＭＯＴ）人材の育成に必要なカリキュラム開発、教材開発
等に係る支援を行ってきているところ。（平成１６年度予算
９．５億円）
【新事業育成専門家（ＩＭ）養成等研修事業】
米国並の1ビジネス・インキュベータ（ＢＩ）施設あたり平均
2．5人配置のレベルにより近づけるべく、平成14年度からの5
年間で600人のＩＭを養成するため、ＩＭとして活動しようと
する者を対象としたＩＭ養成研修及びＩＭ養成研修修了生等の
実務経験者を対象としたＩＭフォローアップ研修の実施、ＩＭ
養成研修修了生等のネットワークの形成等に係る支援を行って
きているところ。（平成１６年度予算０．８億円）

1.A

2.D

御提案に対し、当省の関連する産業人材政策として、例えば以下のような施策を講じているところ。
１． 高度なスキルを有する企業等のＯＢが中小企業を支援する外部人材として広く活躍する事を促進
するため、国レベルでの組織づくりや中小企業とのマッチングの仕組みづくり等を目的に実施している
「企業等ＯＢ人材活用推進事業」において、事業実施地域を３２地域から４７地域に拡大するととも
に、ＯＢ人材の登録者数を１万人に増加し、中小企業の需要に一層応えるための体制を整えマッチング
件数の増加を図るため、平成１７年度概算要求において増額要求。
２． 技術経営（ＭＯＴ）人材、インキュベーション・マネジャー養成等研修事業等についても、引き
続き着実に実施していくこととしている。

1.Ⅰ １．前年度比66,472千円の増額

１．（項）中小企業対策費
（目）事業環境向上等委託
費
（目細）人材活用等推進事
業委託費のうち、人材活用
推進事業
２．【ＭＯＴ人材】
　（項）産業技術振興費
　（目）産業技術競争力強
化人材育成事業委託費
　【新事業育成専門家養成
等研修事業
　（項）地域経済活性化対
策費
　（目）新事業育成専門家
養成等研修事業費補助金

１．509,757
２．ＭＯＴ人
材：504,826
    ＩＭ養成
研修事業：
 
131,180

1412 14122010宮崎県 宮崎県

地域再生プ
ロデューサー
によるみやざ
きビフォーア
フター計画
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経済産業省 1110280

　環境・エネルギー産業創造特区において認められている規制緩和である「資本
関係によらない密接な関係による電力特定供給事業」を活用したプロジェクトを
推進するため、単独の事業所、家庭等に対して限定的に実施されている各種新エ
ネ及び省エネ支援制度を見直し、複数の事業所、家庭等が連携して実施する事業
や、複数の需要家に対してエネルギーを供給するＥＳＣＯ事業等、より高効率な
連携事業についても支援の対象とするように転換することにより、分散型電源や
マイクログリッドの形成を推進する。現行においては、「エネルギー使用合理化
事業者支援事業」において、「複数事業者連携事業」を対象としているものの、
１６年度の採択件数は原則で１件のみとされているほか、他の新エネ及び省エネ
支援策においては、複数の事業所、家庭等による連携事業を想定していない。

【経産省】「新エネルギー事
業者支援対策費補助金交付要
綱」、【ＮＥＤＯ】「エネル
ギー使用合理化事業者支援事
業公募要領」、「地域省エネ
ルギー普及促進事業公募要
領」、「地域新エネルギー導
入促進事業」、【ＮＥＦ】
「住宅用太陽光発電導入促進
対策費補助金交付規定」

1.「新エネルギー事業者支援対策」：新エネ法
に基づき認定を受けた利用計画に従って新エネ
ルギーを導入する先進的な事業者に対し、事業
費の一部を補助。
2.「地域新エネルギー導入促進事業」：地域に
おいて風力発電、太陽光発電、バイオマス発電
等の新エネルギーの大規模・集中導入等、先進
的な取組等を行う地方公共団体等に対して、事
業費の一部を補助。
3.「住宅用太陽光発電導入促進対策」：太陽光
発電の早期市場自立化を促進するため、住宅用
太陽光発電システムを設置する者に対する補助
を実施。

4.「エネルギー使用合理化事業者支援」：省エ
ネルギー効果や費用対効果が高く、政策的意義
の高い事業に対し経費を補助する。
5.「地域省エネルギー普及促進事業」：地方公
共団体によるデモンストレーション効果の高い
省エネルギー事業に対して補助を行う。

1.2.
Ｄ

3,5.
Ｃ

4.
Ａ

1.「新エネルギー事業者支援対策」：
現状でも複数の事業者が連携による取組を支援することは可能

2.「地域新エネルギー導入促進事業」：
現状でも複数の自治体が連携による取組を支援することは可能

3.「住宅用太陽光発電導入促進対策」：
住宅用太陽光発電システムの早期市場自立化を促進するためのものであり、個々の家庭への設置補助で
あることから、連携事業への対応は困難である。

4.「エネルギー使用合理化事業者支援」：
複数事業者連携による省エネ等を推進するため、平成１７年度概算要求において増額要求予定。

5.「地域省エネルギー普及促進事業」：
概算要求では継続事業のみを対象とする予定。

４．Ⅰ

4.
コンビナート等で複数主体が連携した大規
模省エネルギー事業、省エネ効果が大きい
業界一号機、省エネ性能が非常に高い高性
能工業炉等、費用対効果が高く、政策的意
義の高い省エネ投資を重点的に支援する。

１．（項）エネルギー需給構造高
度化対策費
（目）エネルギー使用合理化設備
等導入促進対策費補助金
（目細）新エネルギー事業者支援
対策費補助金

（項）電源利用対策費
（目）地域エネルギー開発利用発
電事業等促進対策費補助金
（目細）新エネルギー事業者支援
対策費補助金

２．（項）エネルギー需給構造高
度化対策費
（目）地域エネルギー開発利用等
促進対策費補助金
（目細）地域新エネルギー導入・
省エネルギー普及促進対策費補助
金
（積算内訳）地域新エネルギー導
入促進対策費補助金

（項）電源利用対策費
（目）地域エネルギー開発利用発
電事業等促進対策費補助金
（目細）地域新エネルギー導入促
進対策費補助金
４．
（項）エネルギー需給構造高度化
促進対策に必要な経費
　（目）エネルギー使用合理化設
備等導入促進事業費補助金
　　（目細）エネルギー使用合理
化事業者支援補助金

１．
14,257,641
　
20,246,331

２．4,155,332
　　3,446,797
４．
18,420,000

1148 11482040青森県 青森県

環境・エネル
ギー産業フ
ロンティア構
想

経済産業省 1110430

公共事業の減少により村内の建設業従事者の労働の機会が減り、他分野への転向
が余儀なくされている。それを支援する施策として補助事業をはじめ様々な支援
策が講じられているが、建設業の新分野進出支援という目的が同じであるにもか
かわらず、経済産業省、国土交通省および厚生労働省がそれぞれ所管を分けて実
施しているとともに、事業の種別、内容が多岐にわたっているため、制度を活用
する立場においては、内容がわかりにくく、また、事務の手続きが煩雑となるた
め効率的な執行ができないのが現状である。そこで、これらの支援策を「建設業
新分野進出支援総合事業」として整理、統合することにより効率的に実施し、目
的を効果的に達成できるように制度の改革を要望する。

0

【地域新規産業創造技術開発費補助事業】
地域において新産業・新事業を創出し、地域経
済の活性化を図るため、中堅・中小企業による
新分野進出やベンチャー企業による新規創業と
いった、リスクの高い実用化技術開発を支援。
【中小企業・ベンチャー総合支援センター事
業】
中小企業基盤整備機構が、中小企業・ベン
チャー総合支援センターにおいて実施する、中
小企業が抱える経営課題の解決を支援するため
の専門家派遣、セミナーの開催等を支援。
【中小企業再生支援協議会事業】
中小企業再生支援協議会に専門家を配置し、中
小企業の再生に係る相談などに対応するととも
に、再生計画策定支援等を実施。

1.C

2.A

１．御提案にある補助事業をはじめ各省において実施されている施策は、様々な政策目的の下で実施さ
れており、こうした政策目的が異なる施策をまとめて整理・統合することは、一部の政策目的が達成さ
れないおそれが生じるため適当ではない。なお、御提案にある新事業開拓助成金交付事業については、
平成１５年度をもって終了している。

２．しかし、建設業の新分野進出促進支援については、関係省庁が連携して重点的に組むべき重要な課
題であることから、平成１７年度の「政策群」として位置付け、国土交通省を中心に関連施策を取りま
とめているところであり、経済産業省としても中小企業の新規分野進出支援という観点から積極的に支
援することとしている。

２.Ⅰ
２．①前年度比64,987千円の増額
②前年度比307,155千円の増額

２．
①（項）独立行政法人中小
企業基盤整備機構運営費
（目）独立行政法人中小企
業基盤整備機構一般勘定運
営費交付金のうち中小企業
ベンチャー総合支援セン
ター事業
②（項）中小企業対策費
（目）事業環境向上等委託
費
（目細）人材活用等推進事
業委託費のうち、中小企業
再生支援協議会事業

２．
①1,565,630
②2,973,930

1315 13152010滋賀県 朽木村
森林文化創
出プロジェク
ト

経済産業省 1110540

　中心市街地活性化関連補助金（①地域産業集積中小企業等活性化等補助金のう
ち、中小商業活性化総合支援補助金、②中心市街地等中小商業活性化施設整備費
補助金、③中小企業経営革新等対策費補助金のうち、大型空き店舗活用支援事
業）における「組合等」の定義にＮＰＯ法人を加える。

※交付要綱上の「組合等」の定義：商店街振興組合、商店街振興組合連合会、事
業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、商工会、商工会連合会、商工会
議所、商店街組合、商工組合連合会、共同出資会社、第三セクター

地域産業集積中小企業等活性
化等補助金交付要綱、中心市
街地等中小商業活性化施設整
備費補助金交付要綱、中小企
業経営革新等対策費等補助金
交付要綱

・ご提案の補助金における「組合等」の定義に
は、ＮＰＯ法人は含まれていない。なお、前回
のご提案を受けＴＭＯの主体としてＮＰＯ法人
を追加できるよう政令改正を検討中

1.Ｃ
2.B-1
3.Ｃ

１．　ＮＰＯ法人のＴＭＯは、企画・調整的機能を果たすことが期待されており、アーケード等の施設
整備の事業主体となることを想定してない。このため、中心市街地等中小商業活性化施設整備費補助金
の補助事業主体にＮＰＯ法人のＴＭＯを加えることは適当ではない。
２．　一方、政令改正が行われた際、ＴＭＯ支援を目的とした補助事業（中小商業活性化総合支援補助
金のうち）について、ＮＰＯ法人ＴＭＯが補助事業主体となるよう措置することを検討中。
３．　なお、大型空き店舗活用支援事業は、平成17年度からは新規案件の採択を行わないこととしてい
る。

２．Ⅳ

※ＴＭＯの主体としてＮＰＯ法人を追加す
る政令改正は、成16年10月29日公布、平成
17年4月1日施行。
ＴＭＯ支援を目的とした補助事業について
は、ＮＰＯ法人ＴＭＯが補助事業主体とな
りうるよう、交付要綱の改訂を検討中。
交付要綱の制定は平成17年4月1日。

（項）中小企業対策費
（目）小規模企業等活性化
補助金
（目細）中小商業活性化総
合支援事業費補助金

ー 1457 14572010富山県 富山県

とやまコミュ
ニティビジネ
ス等活性化
計画

経済産業省 1110240

◇趣旨
　　我が国有数の「モノづくりのまち」東大阪市は、多種多様な基盤的技術産業
が集積し、これら中小企業の活動が地域産業・経済を支えてきたまちである。本
市においては、平成15年3月に「モノづくり経済特区構想」を策定し、国内外の企
業誘致や販路開拓事業、また産学官連携事業を実施するなど、モノづくり振興の
ため先進的な施策を実施しているところであるが、今後はそれら施策に基づく具
体的な成果を挙げ、地域経済の活性化に寄与していくことが求められている。
　　このため、地域再生の提案にあたって、成果主義に基づく(仮称)モノづくり
交付金の創設を提案する。

◇概要
　①「モノづくり振興計画」の作成　…　市町村は地域の特性を踏まえ、3～5年
の間に実施するモノづくり振興のための各種事業を記載した「モノづくり振興計
画」を作成
　②交付金の交付　…　国は、市町村が作成した「モノづくり振興計画」につい
て、国の各種製造業振興計画や施策等と整合の確認を行い、モノづくり振興に繋
がるのであれば、交付対象は一切限定しない地域再生資金として交付金を交付(基
金方式等、複数年活用できる工夫が必要)
　③事後評価　…　計画期間或いは各年度終了後、市町村は計画の達成状況等に
関する事後評価を行う。
◇成果指標について
　　例えば、企業立地件数や商談成約件数を成果指標とする。

◇産業再配置促進環境整備費
補助金交付規則等
（概要）　移転促進地域から
誘導地域への工場等の移転並
びに誘導地域等における工場
等の新増設に係る費用の全部
又は一部を国が負担する。

◇地場産業等活力強化事業費
補助金交付要綱
第4条　この補助金は、補助
事業者が中小企業庁長官の定
める基準等に基づき行う次の
各号に掲げる事業に必要な経
費であって、別表「補助対象
経費」に掲げるもののうち、
経済産業局長及び内閣府沖縄
総合事務局長(以下「経済産
業局長」という。)が必要か
つ適当と認めるものについ
て、予算の範囲内において交
付する。(下略)
第5条　国が直接交付する補
助金の額は、次のとおりとす
る。
　・第4条に規定する事業
略
　・補助金の額　第4条に規
定する経費の2分の1以内とす
る。

（産業再配置促進環境整備費補助金）
工業再配置促進法に規定する移転促進地域から
誘導地域に工場等が移転され、又は、誘導地域
に工場等が新増設された場合に、当該新増設工
場等の所在地を管轄する市町村に対し、環境保
全施設、防災保安施設等の設置等の費用を補助
金として交付する。

（地場産業等活力強化事業費補助金）
組合や個別事業者が行う、地場産業の活性化に
資する事業活動につき、国（地方経済産業局）
が直接１／２の事業費補助を行う。
　具体的には①地場産品の開発・高付加価値化
支援事業（新たな地場産品の開発、高付加価値
化商品・技術の開発を補助）②地場産品等販路
開拓支援事業（地場産品の販路開拓のための展
示会・見本市事業等に対する補助）③地場産業
人材育成事業（人材育成・確保に資する研究
会・交流会事業に対する補助）の三つがある。

1. B-2

2. C

１．産業再配置促進費補助金については、本交付金創設の提案や「三位一体改革」での地方六団体から
の提案等を踏まえつつ、今後検討する。

２．地場産業等活力強化事業費補助金（１６年度新設）は、地域中小企業等が行う商品開発、販路開拓
事業で、県域を越えた産地・業種間の広域連携事業、全国的な規模で行う展示事業、海外展開等事業に
ついて積極的に支援するものであり、交付金化は困難であるが、提案されている成果が期待できる国際
競争力強化に寄与するような事業については、本補助金を活用し得る可能性がある。

1.Ⅰ

１．地方自治体向けの産業再配置促進費補
助金は、三位一体改革等に伴い、その一部
を平成１７年度、その他についても１８年
度に廃止。
　他方、地域において新産業・新事業を創
出するため研究開発を実施する「地域新生
コンソーシアム研究開発事業」を充実し、
地域におけるものづくり産業振興のための
「ものづくり革新事業枠」を創設すること
としたところ。

（目）産業技術研究開発委
託費のうち
　（目細）戦略的技術開発
委託費

（目）中小企業産業技術研
究開発委託費

（目）エネルギー使用合理
化システム開発調査等委託
費のうち
　（目細）地域新生コン
ソーシアムエネルギー研究
開発委託費
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省庁名
管理
コード

支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状
反映の
分類

概算要求への反映状況 その他

政府
予算
案へ
の
反映
の分
類

政府予算案への
反映の状況

予算の名称
(項)(目)(目細)

予算額
（単位：千円)

構想（プ
ロジェク
ト）管理
番号

支援措置
提案事項
管理番号

都道
府県
名

提案
主体
名

構想（プロ
ジェクト）
の名称

経済産業省 1110260
地域において効果的な事業に予算を重点配分できるよう、創業、新事業展開に係
る補助金を交付金化することによって、県の裁量拡大を提案するもの。

中小企業経営資源強化対策費
補助金交付要綱

単一の都道府県内において事業を行う、中小企
業者及び組合等（任意グループを含む）が、都
道府県より中小企業経営革新支援法に基づく経
営革新計画の承認を受け、当該計画に従って行
う経営革新のための事業であって、その効果が
期待できるものに対し、当該経費の一部を補助
する。

C

創業・新事業展開のための支援ニーズが一定しないとの認識だが、基礎的な部分では資金融通の円滑化
などある程度一定のニーズが見られる。
また、経営革新支援事業は、中小企業経営革新支援法に基づき、①新商品の開発又は生産、②新役務の
開発又は提供、③商品の新たな生産又は販売の方式の導入、④役務の新たな提供の方式の導入その他の
新たな事業活動を行うことにより、経営の相当程度の向上を図るとされる経営革新計画を事業者が作成
し、都道府県知事が承認した当該経営革新計画について、実効性を高めることから地域の独自性という
よりも、各地域共通の基礎的なニーズを満たすために、全国一律に全業種を支援するために制度化した
事業である。
このことから、本法は、やる気のある全中小企業を業種を問わず、また、新たな取り組みを行う全中小
企業を支援するものであり、「ものづくり」とされる製造業及び新事業に展開する中小企業者に特化す
ることは、本法の趣旨に反することとなる。このため、新事業展開支援を行うための交付金化を行うこ
とはできない。
なお、地域新事業創出支援事業に対する補助については、「中小企業支援事業、特定支援事業、都道府
県事業、経営資源強化事業、地域中小企業経営資源強化対策事業及び地域新事業創出支援事業に対する
補助」の一部となっている。

1456 14562010富山県 富山県
富山県もの
づくり産業活
性化計画

経済産業省 1110250
工業再配置促進法の見直しにより、これに付随して設けられている産業再配置促
進補助制度を、今後成長が期待されるものづくり産業を支援する市町村の施策等
への交付金あるいは補助としての活用を要望する。

工業再配置促進法

工業再配置促進法に規定する移転促進地域から
誘導地域に工場等が移転され、又は、誘導地域
に工場等が新増設された場合に、当該新増設工
場等の所在地を管轄する市町村に対し、環境保
全施設、防災保安施設等の設置等の費用を補助
金として交付する。

B-2
産業再配置促進費補助金については、本交付金創設の提案や「三位一体改革」での地方六団体からの提
案等を踏まえつつ、今後検討する。

Ⅰ

地方自治体向けの産業再配置促進費補助金
は、三位一体改革等に伴い、その一部を平
成１７年度、その他についても１８年度に
廃止。
　他方、地域において新産業・新事業を創
出するため研究開発を実施する「地域新生
コンソーシアム研究開発事業」を充実し、
地域におけるものづくり産業振興のための
「ものづくり革新事業枠」を創設すること
としたところ。

（目）産業技術研究開発委
託費のうち
　（目細）戦略的技術開発
委託費

（目）中小企業産業技術研
究開発委託費

（目）エネルギー使用合理
化システム開発調査等委託
費のうち
　（目細）地域新生コン
ソーシアムエネルギー研究
開発委託費

13719987 1441 14412010兵庫県 尼崎市

ものづくりの
まち「あまが
さき」再生構
想

経済産業省 1110020

上記１のとおり、公共事業依存の強い地方において、公共事業縮減の影響を受け
る建設業が再生を図っていくには、本業の経営改善のみならず、新分野進出を促
すことにより、建設業に偏った産業構造の転換を合わせて進めていく必要があ
る。
一方、ノウハウのない新分野への進出は事業者にとって、操業に近いリスクがあ
ることから、これを資金面から支援する制度が必要であり、建設業の新分野進出
を要件とした、保険料率の軽減等の保険特例創設を要望するものである。

○中小企業信用保険法第２
条第３項、第１２条、第１４
条
○同法施行令第３条
上記法令は経済産業大臣が指
定する不況業種に該当するな
ど一定の要件を満たす中小企
業者について、公的信用保証
の限度額を拡大し、かつ適用
される保険料率を軽減する措
置を規定しているが、建設業
の新分野進出を要件として、
同様の特例措置を要望するも
の。

ご指摘の中小企業信用保険法第２条第３項等の
経営安定保証の特例は、建設業の新分野進出を
要件としていない。

D

政府としては、「著しい成長発展を目指す事業（５年以内に株式公開）」や「（商品やサービスに）新
規性を有する事業」への事業展開・事業の多角化を支援するため、新事業創出促進法第十一条に定めら
れた中小企業信用保険法の特例として新事業開拓関連保証制度を創設し、新事業の創出・育成に資する
環境整備に積極的に取り組んできたところ。

1149 11492020青森県 青森県

建設業の経
営改善・新分
野進出促進
による地域
再生構想

経済産業省 1110040
　技術力やノウハウを有するが、担保を持たない県内中小企業の金融支援を充実
し、「超精密技術」関連部門をはじめとする新分野進出を促進するため、中小企
業信用保険法で定めた無担保保険枠（現行は８，０００万円）の拡大を行う。

中小企業信用保険法第３条第
１項※無担保保険契約の締結
（別紙２参照）

中小企業信用保険法第３条第２項による無担保
保険枠は８，０００万円までとなっている。

Ｄ
政府としては、ベンチャー企業をはじめとした中小企業の振興を図るため、新事業分野開拓関連による
保証枠の別枠や、政府系金融機関による新事業育成資金等の融資制度を講じており、こうした制度を活
用頂きたい。

1273 12732020山形県 山形県

「超精密技
術」関連産業
集積促進計
画
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経済産業省 1110070

拠点施設や区内製造業の進展と起業の促進を図るため、融資制度の積極的な活用
が必要である。
制度を活用していくには、保証が課題となっているため、地域再生における事業
に係る事業者ついては、信用保証協会の保証料の免除や料率の特例措置が有効と
なる。
経営基盤の弱い区内製造業がプロジェクトに参加する際、融資による設備投資等
が必要となるケースも多いと推測される。プロジェクト参加による新産業への参
入を融資要件の評価対象とし、保証料や料率の特例を設け、経営の安定化を図る
融資制度が必要である。

0

ベンチャー企業をはじめとした中小企業の振興を図
るため、新事業創出関連保証や新事業分野開拓関連
保証、新事業育成資金等の特別の保証、融資制度を
創設している。

Ｄ
政府としては、ベンチャー企業をはじめとした中小企業の振興を図るため、新事業創出関連保証や新事業分野開
拓関連保証、新事業育成資金等の特別の保証、融資制度を創設しており、こうした制度を積極的に活用願いた
い。

1324 13242010東京都
東京都
足立区

アート・テクノ
ロジー新都
心計画

経済産業省 1110080

　「事業を営んでいる個人」が新たに事業を開始する場合、あるいは既存の会社
が、新会社を設立しないで新たな事業を開始する場合に適用可能な特別保証制度
を新たに創設する。

中小企業信用保険法

中小企業信用保険法上、「事業を営んでいる個人」
が新たに事業を開始する場合、あるいは既存の会社
が、新会社を設立しないで新たな事業を開始する場
合と要件とした特別保証制度は存在しない。

Ｄ

政府としては、「著しい成長発展を目指す事業（５年以内に株式公開）」や「（商品やサービスに）新規性を有
する事業」への事業展開・事業の多角化を支援するため、新事業創出促進法第十一条に定められた中小企業信用
保険法の特例として新事業開拓関連保証制度を創設し、新事業の創出・育成に資する環境整備に積極的に取り組
んできたところ。

1331 13312020栃木県 栃木県
栃木県経済
新生計画

経済産業省 1110140

電源三法交付金は、電気の安定供給確保のために、電源立地地域の住民福祉の向
上と電源立地の円滑化を期待して、昭和４９年に制度化されたものであります。
特に全国の原発電源立地地方の市町村は、これらの制度によりそれぞれの施策を
講じながら、今日までに電力生産地としての認識を持って地域住民の理解を得な
がら地域住民の福祉の向上に努力してきたものであります。
しかしながら反面、電源三法交付金制度による地域振興支援策は特に整備の未熟
であった公共施設の整備を中心として整備されてきたが、近年それらの充実と共
に行政需要の拡大をはじめとした財政的な問題を引き起こしておりますことも事
実であります。
それらは、それぞれ市町村の生活環境の変化が歴史的に蓄積された結果、財政の
基盤としての税を中心とした財政運営において、経常収支の悪化をはじめ地方債
残高など将来にわたる大きな問題を残している。
このような状況の中で、電源交付金の使途の多くは施設の整備と特定事務経費に
限定され、しかも「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」にその執
行手順が基づいており、その手続きと精査は非常に緊張複雑化している中にあっ
て更に市町村から県及び国までの事務に関する経費は膨大である。交付金が制度
化された当時は画期的な制度としてその受け入れは華々しく、原発立地地方の一
変した環境には誰もが感激したことは事実である。ただ、３０年近く経ち、環境
が整ったこれからと言うとき、交付金制度について考えを新たにした場合、「電
気の安定供給の確保と原発立地地域の住民の福祉及び電源立地の円滑化」などを
期待して制度化され、しかも現在なお着々と進んでいる交付金制度は本来立地地
域特有のしかも独自の地域振興を図る制度であり、ましてや地方分権、三位一体
改革の下、自主・自立的な１歩を踏み出そうとしている今、いまだに国の関与を
受けるべき交付金であってはならない。国は交付金の真のあり方を再認識し、交
付金が交付団体の基本財源として自由に財政寄与できるよう制度の改革を必要と
考えるものであります。

電源開発促進法、電源開発促
進対策特別会計法

電源三法交付金は、発電用施設の設置及び運転
の円滑化を目的として、電源地域の地方公共団
体が実施する各種事業の費用に充てるため交付
されるものである。２００３年１０月には、複
数あった交付金を統合して、交付手続きの簡素
化を図るとともに、交付対象事業を大幅に拡充
したため、地方公共団体は実施する事業を幅広
く選択することが可能となっている。

D

２００３年１０月に電源三法交付金制度を見直し、従来の主な交付金を統合した電源立地地域対策交付
金を新設。当該交付金の交付対象事業として、従来の交付金の対象事業に加え、大幅な対象事業の追加
を行っており、奢多的事業など一部の事業を除いて一般財源化を図らずとも、地方公共団体が実施を望
む事業は十二分に実施できる内容となっている。

（項）電源立地対策費
（目）電源立地地域対策交
付
　　　金

103,702,315 1003 10032010福島県 富岡町

電源立地地
域対策交付
金の市町村
一般財源化
の構想

経済産業省 1110160

①交付申請時期について、5月中旬からしか申請できない制度となっているため、
年度当初（4月）から実施できるよう、一部事業の申請時期の早期化を図る。
②交付金制度上、事業期間の延長（繰越）が認められているものの、実際の運用
に当たっては、国から厳しい関与を受けるため繰越が認められない事例が見受け
られるため、 事業期間の延長に対する運用を弾力化する。
③一度造成した基金については、その使用において大幅な制約がある。 現在の処
分期間（5年）を延長し、事業の円滑な推進を図れるようにする必要がある。ま
た、現在基金造成の目的変更は認められていないが、真にやむを得ない場合の基
金造成の目的変更が可能となるように弾力化する。
④交付金制度上、他の国庫補助事業との併用が厳しく規制されている。国庫補助
金の補助率にかかわらず、各自治体の判断で財源として充当できるようにする。
⑤申請した事業の事業費の補正が認められておらず、上期、下期それぞれの期で
完了されてしまうため、限度額上限まで活用できない場合がある。交付金をでき
る限り活用できるよう、活用できなかった交付金を次年度に繰り越しして使える
ように弾力化する。
⑥地域が限定されている広報・安全等対策交付金事業を県域全体での事業展開が
可能となるよう対象地域を拡大する。

電源開発促進税法第1条、発
電用施設周辺地域整備法第7
条、第10条、電源開発促進対
策特別会計法第１条第２項、
補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第１１条

電源三法交付金・補助金では、

・交付金の交付申請については毎年度５月１５
日～５月３０日までと定めている。
・交付金・補助金事業のが一会計年度内に完了
しなかった場合、交付金事業の翌年度への繰り
越しを認めている。
・電源三法交付金のうち、電源立地地域対策交
付金（統合前の各交付金を含む）においては、
将来、特定の事業を実施するための資金とする
ための基金を造成する費用に交付金を充当する
ことを可能としている。
・同一事業であっても、他の国庫補助金等で充
当するものと電源三法交付金等により充当する
ものを明確に区分できれば他の国庫補助金との
併用を可能としている。区分が不可能な場合は

①　D
②　D
③　D
（処分
期間延
長）、C
（目的
の変
更）
④  C
⑤　D
⑥　C

①について
前年度から継続的に行われている事業や緊急的に実施する必要がある事業については年度当初からの実
施が可能。
②について
事業を実施する過程において災害等により事業の遅延が生じたなど明確な理由がある場合は事業の繰り
越しが可能
③について
処分期間の延長は事業を実施する過程において災害等により事業の遅延が生じたなど明確な理由がある
場合に限り、現行制度においても可能である。また、交付金における基金の造成は、交付決定の対象で
ある事業の的確な実施のために認められているものである。基金造成の目的の変更は、交付決定で認め
られた補助金等の目的たる事業そのものを変更することであり、予算執行の適切化の観点から不適切。
④について
　現行制度では同一事業においても、他の国庫補助金等で充当するものと電源三法交付金等により充当
するものを明確に区分できれば他の国庫補助金との併用は可能。また、法律等により補助率が定まって
いる国庫補助対象事業に対して電源三法交付金・補助金を充当することは、当該法律等が適正な補助率
を規定する趣旨を害することになるため不可能。

（項）電源立地対策費
（目）電源立地地域対策交
付
　　　金

※Ｃの項目に関しては措置
を
　講じていない

103,702,315 1195 11952010福井県 福井県
ふくい原子
力・地域産業
共生構想
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経済産業省 1110170

既設土地改良施設を活用した小水力発電事業については、現行の農林水産省によ
る補助事業制度は適用にならない。また、ＲＰＳ法による補助制度も30%で、採算
性の問題が生じる。このため、土地改良区や農家だけのメリットでなく国家経済
への大きな貢献を果たすことを評価して、新たな土地改良事業（かんがい排水事
業等）を行わない場合にあっても小水力発電事業の単独実施可能な補助制度及び
採算性の観点からＲＰＳ法に基づく補助率の改正を提案します。

0

電源開発促進対策特別会計法施行令第１条第３
項第１号、及び、中小水力発電開発費補助金交
付要綱第３条に基づき、中小水力発電開発費補
助金により中小水力発電設置に対する補助事業
を実施しており、最大で３０％の補助率となっ
ている。また、新技術を利用した導入事業につ
いては５０％の補助率となっている。

１．D

２．C

１．新たな土地改良事業を伴わない小水力発電事業への支援については．国庫補助金が重複しないよう
資産区分・目的を明らかにすることにより、現行の補助制度で対応可能。

２．ＲＰＳ法の対象となる水力発電所に対する補助率については、現行制度でも補助率割増の特例措置
をとっており、これ以上の補助率割増は、厳しい財政事情の中、国庫負担の増加につながるため困難で
ある。

（項）水力発電の開発導入
促
　　　進対策に必要な経費

（目）中小水力発電開発費
補
　　　助金

（目細）中小水力発電開発
費
　　　　補助金

※Ｃの項目に関しては措置
を
　講じていない

1,566,313 1216 12162100栃木県

那須
野ヶ原
土地改
良区連
合

人と自然に
優しい地域
環境再生プ
ロジェクト

経済産業省 1110180

電源立地地域対策交付金（水力発電施設周辺地域交付金相当分）については、平
成１５年度の制度改正によって、対象事業が従来のハード事業だけでなく、新た
にソフト事業も可能となるなど自由度が増すとともに、対象地域も水力発電施設
等の近隣地域のみから該当市町村全域に拡大されたところである。しかしなが
ら、交付手続きについては、従前どおり、市町村が作成した計画、報告を県がと
りまとめ、国（地方経済産業局）の詳細な査定を受けた上で決定、確定されてい
るところであり、資料作成を行う市町村はもとより、とりまとめを行う県や国の
業務量も膨大である。本来、当該交付金は発電用施設の設置及び運転の円滑化に
資することを目的として、施設設置によって影響を受ける自治体に対し交付され
ることとなっているものであり、その使途については地域の自主裁量に任せるこ
とが適当と考えられるところであるため、手続きの簡素化（①使途についての詳
細なチェックは廃止し、枠配分にとどめる　②県のとりまとめについては、事務
の迅速化を図る観点から廃止　など）を図り、事務量を軽減化することによっ
て、国や県、そして当該市町村がそれぞれ本来の目的とする地域活性化に、より
一層集中した取り組みを行えるようにする。

発電用施設周辺地域整備法

・電源立地地域対策交付金の申請から額の確
定、交付金額の精算に至る一連の手続ついて
は、補助金等に係る予算執行の適正化に関する
法律の各規定に基づき実施している。
・水力発電施設が所在する市町村に対する交付
金については、交付対象市町村数が非常に多い
（７０２市町村）ため、国において対象市町村
からの交付金の申請を一元的に受け付けると、
当該市町村の特性や実情を全て理解したうえで
交付金を交付することが困難であること、交付
金事業内容の適正性を審査するのに多大な時間
を要し速やかな交付決定ができない等の弊害が
あることから、各市町村の交付申請等を都道府
県が一度とりまとめたうえで国に申請をするこ
とにより交付金事務の効率化を図っている（運
用）。なお、当該とりまとめを行う都道府県に
対しては事務負担の軽減のために交付金事務等
交付金を交付している。

①C
②D

①について
交付金の原資が国税であることに鑑みれば、今後も補助金等に係る予算の執行の適正化の各規定を踏ま
えて、交付金事業の内容の適正性を精査する必要があり一律に手続を簡素化することは困難ではあるも
のの、個別の事例に応じて。申請に係る書類の省略等手続きを簡素化することは可能であるため、資源
エネルギー庁電力基盤整備課又は各地方経済産業局あてに御相談頂きたい。
②について
現行制度においても各水力発電施設所在市町村の交付申請等の手続きについては都道府県を経由せずに
市町村が直接国に交付申請をすることを妨げるものではない。

（項）電源立地対策費
（目）電源立地地域対策交
付
　　　金

※Ｃの項目に関しては措置
を
　講じていない

103,702,315 1416 14162010宮崎県 宮崎県

電源立地地
域対策交付
金制度改善
構想

経済産業省 1110210
リサイクル産業のスムーズな再編を促進するため、「リサイクルファンド（仮
称）」を創設

0

自動車リサイクル法は、既存の使用済自動車の
処理システムを活用することを基本に、関係事
業者間の位置付け・役割分担を明確化したも
の。解体業、破砕業を行うには都道府県知事等
の許可取得が必要となるが、許可基準について
は、関係事業者等の意見も十分にヒアリングし
て上で設定しており、必要最低限のものとなっ
ている。

Ｄ
提案事項に関しては、既存の各種政府系金融機関の融資制度や設備資金貸付制度等の活用が想定され
る。

1385 13852010北海道
I-CAR
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄﾁｰﾑ

I－ＣＡＲプロ
ジェクト
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省庁名
管理
コード

支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状
反映の
分類

概算要求への反映状況 その他

政府
予算
案へ
の
反映
の分
類

政府予算案への
反映の状況

予算の名称
(項)(目)(目細)

予算額
（単位：千円)

構想（プ
ロジェク
ト）管理
番号

支援措置
提案事項
管理番号

都道
府県
名

提案
主体
名

構想（プロ
ジェクト）
の名称

経済産業省 1110220

○競争的資金制度を省庁の枠を超えて地域における将来有望な分野に重点的に配
分できるよう、これまでの実績等をもとに「関西州（産業再生）特区」に対して
枠配分を行うこと。

○個別案件の審査採択から事後評価まで制度の運用権限を国の各省庁から「特
区」の組織に移譲すること。

0

産業技術力強化の観点から、産業界のニーズや
社会のニーズに応える産業技術シーズの発掘や
産業技術人材の育成を図るため、技術領域・課
題を提示した上で、大学、独立行政法人等の若
手研究者から研究開発テーマを募集し、厳正な
外部評価により独創的かつ革新的な研究テーマ
を選定し、研究者個人に助成金を交付する。

Ｄ

１． 競争的資金制度は、我が国において競争的な研究開発環境を形成することにより、研究者の能力
を最大限に発揮させ、世界最高水準の研究開発成果の創出を目指すものであり、幅広い専門家等によ
る、科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づいて事業を採択し、研究者等に研究開発資金の助成
を行っている。

２． 現在登録されている産業技術研究助成制度については、日本全体として求められている産業界及
び社会のニーズに応える産業技術シーズの発掘や産業技術研究人材の育成を図ることを目的としている
ため、　御提案いただいているような地域枠を設定して資金配分し、その中で事業の審査採択や評価等
を行う事業として、主旨に沿わない。

３． なお、地域における省庁間連携については、経済産業省の産業クラスター計画と文部科学省の知
的クラスター創成事業等の連携を進めており、今後もそれらの統合的かつ円滑な運用を進めていきたい
と考えている。また、事業化を見据えた研究開発については、産業クラスター関連施策の一つである地
域新生コンソーシアム研究開発事業をすでに実施しており、必要な要件を満たした案件であれば採択可
能である。

（項）
独立行政法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機
構運営費
（目）
独立行政法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機
構一般勘定運営費交付金

（項）
石油及びエネルギー需給構
造高度化勘定
（目）
独立行政法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機
構石油及びエネルギー需給
構造高度化勘定運営費交付
金

2,692,758

3,471,000

1477 14772010
大阪府、
京都府、
兵庫県

(社)関
西経済
連合
会､(社)
関西経
済同友
会､関
西経営
者協
会､
大阪商
工会議
所､京
都商工
会議
所､神
戸商工
会議所

政策連携に
よる次世代
産業創出事
業の推進

経済産業省 1110230

○高度化資金の償還における約定変更（償還猶予）については、現在の中小企業
総合事業団債権管理準則に従い、１年ごとに経営診断を行っている基準につい
て、当該貸付自治体が中長期経営戦略に基づいた経営改善が見込まれ、償還上有
利であると認定した債務者に対しては、７年間にわたる約定変更（償還猶予期
間）を認めることができるように改正する。
○さらに、現状では返済期間を延ばすことは認められておらず、償還を猶予した
額については返済期間の残期間内で当初約定変更額に上乗せして返済せねばなら
ず、数回にわたって償還猶予を受ければ到底返済不可能な額が返済額として計上
される。
　そこで、償還猶予期間と同期間の償還期間の延長を認めることにより、毎年の
償還額の軽減を図り、資金繰り等の面から企業の経営改善を支援する。
○災害復旧資金の貸付・据置期間が７年延長されており、また、県において「借
換貸付」の償還期間が７年であるため、これに合わせて約定変更（償還猶予期
間）を７年とするものである。
○なお、現在、中小企業総合事業団の独立行政法人化を機会に、３年間以内の複
年数に渡っての約定変更を認める方向で検討がなされている。

都道府県等に対する貸付け等
の事業に係る債権管理準則
第４条
貸付準則第28条第２項の規定
による貸付条件の変更（次条
に規定するものは除く。）
は、都道府県が実施する診断
等において債務者の経営の改
善及び貸付金の償還又は譲り
渡しの対価の支払に関する計
画の妥当性並びに貸付け等条
件の変更の必要性が認められ
たものであって、かつ、次の
各号の要件に適合することが
認められたものについて行う
ことができる。
（略）

約定どおりの償還が困難となっている貸付先を支援
するため、貸付先の経営状況に応じて次のとおり償
還猶予を行っている。
①１年ごとに償還猶予、最終償還期限における期限
延長
②１年間の償還猶予では経営状況が改善する見込の
ない貸付先については、複数年（３年以内）の一括
償還猶予、期中における最終償還期限の延長（３年
以内）、一定の要件を満たせば再度適用が可能。
③特定の事業において、倒産組合員の占有施設に係
る元金及び利息の一括償還猶予、期中における最終
償還期限の延長（１０年以内）

※②及び③については、中小企業総合事業団の独立
行政法人化（平成１６年７月１日）に併せて導入。

Ｄ

高度化資金にかかる償還猶予については、都道府県等からの要望を踏まえ、左記（制度の現状）に記述のとおり
本年７月から複数年の償還猶予と期中における最終償還期限の延長を可能としたところ。
複数年の償還猶予措置については、旧中小企業総合事業団が昨秋以降数回にわたり都道府県から意見を聞いた上
で３年以内としたところ。
当課からの質問に対する貴県の回答によれば、７年にこだわるつもりはないとのことであるので、今回導入した
措置により、支援は可能であると認識。

1615 16152010兵庫県 兵庫県
経営再建プ
ログラム

経済産業省 1110300

 計画区域内の遊休地・未利用地(未竣工地）を活用した地域再生、経済活性化を
図るため、既存のインフラ（施設・電力・用水）、技術・ノウハウ、人材を活か
し、経済性・効率性を重視した先導性のあるリサイクル産業の育成を行う。
　また、コンビナート企業の豊富な副生水素、ＬＮＧ冷熱やバイオマス、太陽
光、風力等の再生可能エネルギーを活用した水素の製造・精製・貯蔵・運搬技術
等の研究開発や、燃料電池、バイオマス、次世代太陽光などの研究開発を通じ、
環境技術を核とした足腰の強い産業集積地として再生するとともに、地域再生を
担う産業育成のための技術開発振興を通じた新エネルギー関連産業等新たな産業
の創出を目指す。

・　廃棄物の処理及び清掃に
関する法律
・廃棄物再生利用施設整備事
業国庫補助金交付要綱
・資源循環型地域振興施設整
備費補助金交付要綱
・バイオマス利活用フロン
ティア整備事業実施要綱
・平成１６年度石油及びエネ
ルギー需給構造高度化対策特
別会計（石油特会）における
補助・委託事業　等

資源循環型地域振興施設整備費補助金（エコタ
ウンハード補助金）
経済産業省エコタウンハード補助金は、技術の
先導性を有する事業だけでなく、地域資源を最
大限に活用した効果的・安定的なリサイクル事
業に対し支援するとともに、補助採択案件の決
定に際して公募による第三者審査制度を導入。
また、経済産業省エコタウンハード補助金は、
地域のリサイクル産業振興の観点から再生資源
利用施設の施設整備に対する補助を、環境省は
廃棄物の適正処理の推進という観点から廃棄物
の処理再生施設の施設設備に対して補助を行っ
ており、補助目的が異なる。

D

ご提案にある事業をはじめ各省において実施されている施策は、様々な目的の下で実施されており、こ
うした政策目的が異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じる
ため適当ではない。
なお、ご提案の構想については、様々な支援メニューが用意されており、各施策で設定されている必要
な要件を満たした案件であれば採択可能である。さらに、出来る限り効果的・効率的な施策展開が図ら
れるよう、関係担当部局間で適宜連絡を取り効率的に事業を進めてまいりたい。

(項)経済産業本省
 (目)資源循環型地域振興施
設整備費補助金
  (目細)

1,001,560 1584 15842010三重県

三重
県､四
日市
市､四
日市港
管理組
合

四日市臨海
部地域再生
計画（仮称）

経済産業省 1110310

　地域産業集積中小企業等活性化等補助金交付要綱に基づく中小商業活性化総合
支援補助補助金のコミュニティ施設活用事業で設けられている、保育施設や高齢
者向けの交流施設等のコミュニティ施設を設置運営する際の賃貸料、改装費等に
対する補助制度の対象を、高齢者介護施設など生活支援型施設を含めたものに拡
充する。

地域産業集積中小企業等活性
化等補助金交付要綱第47条
（２）－②－ホ※コミュニテ
イ施設活用に係る補助事業の
内容（別紙３参照）

商店街振興組合、商工会、商工会議所等が商店街
の空き店舗を活用して保育サービス施設、親子交流
施設、高齢者等交流施設などのコミュニティ施設を
設置・運営して商店街の活性化を図る事業を実施す
る際に、店舗の内装改装費や賃借料等を補助してい
る。

１．Ｃ
２．Ｄ

１． 当該補助事業は、国の中小企業対策として措置されている支援策の一つで、商店街の空き店舗を活用して
コミュニティ施設の設置・運営を通じて商店街の活性化を図る自主的な活動を支援するものであり、介護施設の
設置を目的としたものではない。
２． なお、空き店舗の改装程度で設置・運営が可能で、施設の運営により商店街に賑わいをもたらすことを目
的として実施しようとするもの（例えば、日常動作訓練や趣味活動を行う程度）については、個別に具体的な判
断が必要であるが、現在でも補助事業の対象となり得るところ。

（項）
中小企業対策費
（目）
小規模企業等活性
化補助金
（目細）
中小商業活性化総
合支援事業費補助
金

2,175,888の内
数

1274 12742010山形県 山形県

やまがた
ニュービジネ
スフロンティ
ア推進計画
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経済産業省 1110320

地域の活性化と流通物流の促進化を目的とした地域密着型の物流ネットワーク構
築の事業化の支援と補助を行う。
① 物流の効率化を促進する為に必要な物流拠点等の設備に係る支援と関連補助金
の使途の自由化。
② 新しい宅配サービスの新技術開発等に係る支援と関連補助金の使途の自由化。

0

商業・サービス業集積関連施設整備費補助
金、中心市街地商業等活性化総合支援事業費補
助金、中心市街地等中小商業活性化施設整備費
補助金は、商店街、中心市街地活性化のための
補助金であり、物流のための支援ではないが、
物流関連施設の整備により、中心市街地等の活
性化が図られるのであれば支援可能というもの
であり、現在の補助金でも荷捌き場等、物流施
設も補助対象としているところであり、具体的
に申請が上がった時点で判断することとなる。
（ただし、補助対象は市町村、商店街振興組
合・ＴＭＯ等）
物流効率化推進事業（補助金）は物流効率化

を推進するための石油特別会計からの予算措置
であり、調査研究から実験的モデル事業の実施
までも補助しており、新たな事業展開への支援
策として実施している。なお、事業化に際して
は政府系金融機関の特別融資が用意されてい

Ｄ

御提案の構想については、中心市街地等の活性化に資する物流関連施設等の整備、物流効率化を促進す
るための調査研究や実験的モデル事業の実施、中小企業が行う研究開発等への支援といった様々施策メ
ニューが用意されており、各施策で設定されている必要な要件を満たした案件であれば採択可能であ
る。

(項)中心市街地商業等活性
化対策費
(目)中心市街地商業等活性
化総合支援事業費補助金

(項)中小企業対策費
(目)中心市街地等中小商業
活性化施設整備費補助金

(項)エネルギー需給構造高
度化対策費
(目)エネルギー使用合理化
設備等導入促進対策費補助
金
(目細)中小企業エネルギー
使用合理化物流効率化対策
費補助金

1,076,323

1,950,000

220,000の内数

1290 12902010
鳥取県、
島根県

服島運
輸株式
会社 服
島 勇

山陰宅配
ネット構想

経済産業省 1110390

　経済産業省が実施している「新エネルギー事業者支援対策事業」及びＮＥＤＯ
が実施している「地域新エネルギー導入促進事業」において、補助対象事業とし
て複数年度にわたる事業も認められてはいるものの、単年度における交付額の上
限が定められているため（平成１６年度は１０億円）、大規模かつ集中的な設備
投資を伴う事業の円滑な推進の支障となっている。よって、政策的に重要かつ優
先的に実施されるべきであると判断されるプロジェクトについては、単年度の補
助金の上限に関わらず、限度額を弾力的に運用することを認める。

【経済産業省】平成１６年度
「新エネルギー事業者支援対
策事業」Ｑ＆Ａ集、【ＮＥＤ
Ｏ】平成１６年度「地域新エ
ネルギー導入促進事業」Ｑ＆
Ａ集

「新エネルギー事業者支援対策」：新エネ法に
基づき認定を受けた利用計画に従って新エネル
ギーを導入する先進的な事業者に対し、事業費
の一部を補助。
「地域新エネルギー導入促進事業」：地域にお
いて風力発電、太陽光発電、バイオマス発電等
の新エネルギーの大規模・集中導入等、先進的
な取組等を行う地方公共団体等に対して、事業
費の一部を補助。

Ｄ
先駆的な取組や自治体が主体的に関与する取組については、ＮＥＤＯによるモデル事業ないし地域新エ
ネルギー導入促進事業として、「新エネルギー事業者支援対策事業」よりも高い補助率が適用される。

１．（項）エネルギー需給
構造高度化対策費
（目）エネルギー使用合理
化設備等導入促進対策費補
助金
（目細）新エネルギー事業
者支援対策費補助金

（項）電源利用対策費
（目）地域エネルギー開発
利用発電事業等促進対策費
補助金
（目細）新エネルギー事業
者支援対策費補助金

２．（項）エネルギー需給
構造高度化対策費
（目）地域エネルギー開発
利用等促進対策費補助金
（目細）地域新エネルギー
導入・省エネルギー普及促
進対策費補助金
（積算内訳）地域新エネル
ギー導入促進対策費補助金

（項）電源利用対策費

１．
14,257,641
　
20,246,331

２．4,155,332
　　3,446,797

1148 11482130青森県 青森県

環境・エネル
ギー産業フ
ロンティア構
想

経済産業省 1110410

現在、国は環境問題・省エネルギー・新エネルギー促進のためクリーンエネル
ギー自動車導入促進事業を実施しており、クリーンエネルギー自動車購入者に対
し、財団法人日本電動車両協会を窓口として、経済産業省が同等車両との価格差
の2分の１を補助している。日光市は環境美化都市であり、恵まれた自然環境が貴
重な観光資源であることから、その普及促進を全国に発信していくため、独自の
上乗せ補助を検討しているが、世界的な問題として地球温暖化が懸念されるな
か、より一層の購買意欲の向上、普及が図れるよう、助成要件の緩和及び助成額
充実を望む。

新エネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）
クリーンエネルギー自動車導
入促進事業

「クリーンエネルギー自動車等導入促進対
策」：クリーンエネルギー自動車の普及を促進
するため、導入しようとする者及び燃料供給設
備を設置しようとする者に対し費用の一部を補
助する。

Ｄ
平成１５年度までは、個人がクリーンエネルギー自動車を購入する場合「通勤」に使用することを要件
としていたが、平成１６年度からはこれを廃止する等、補助要件の緩和措置を既に講じている。

（項）エネルギー需給構造
高度化対策費
（目）エネルギー使用合理
化設備等導入促進対策費補
助金
（目細）クリーンエネル
ギー自動車等導入促進対策
費補助金

9,400,000 1188 11882010栃木県 日光市
環境美化推
進プロジェク
ト

経済産業省 1110510 企業誘致や地元技術者の育成に伴う財的支援を目的とした補助事業の新設 0

地方公共団体が行う既存施設のインキュベータ
施設への改修及び新築に対する支援について
は、既存の補助金である「新事業支援施設整備
費補助金」の補助対象である。

Ｄ

（提案書を見る限り、提案内容は「起業家に対する財政支援」及び「地元技術者の育成に対する支援」
についての提案であると思われるが、沼津市とのやりとりを経て、提案内容が上記２点に加え、沼津市
が現在計画している、技能五輪で使用した建物２棟を活用し、それを市がインキュベータ施設として改
装する予定であり、その改装費用に対する補助及び同様の施設を新築する場合の補助という「企業誘致
への財的支援」についての提案内容を含んでいることが判明したため、その部分についてのみ回答。）

地方公共団体が行う既存施設のインキュベータ施設への改修及び新築に対する支援については、既存の
「新事業支援施設整備費補助金」の補助対象である。ご提案に係る事業の応募があった場合について
は、個別具体に行われる審査の結果によって採択されることがありうる。

（項）地域経済活性化対策
費
（目）新事業支援施設整備
費補助金

474700 1442 14422030静岡県 沼津市
富士山麓リ
サーチパー
ク構想

経済産業省 1110550
発電施設の建設に際しては、農林水産省補助事業（かんがい排水事業、農村振興
総合整備事業等）と経済産業省補助事業（中小水力発電開発費補助金）を組み合
わせて発電施設を建設する。

土地改良事業関係補助金交付
要綱
農村振興総合整備事業等実施
要綱
中小水力発電開発費補助金交
付要綱

電源開発促進対策特別会計法施行令第１条第３
項第１号、及び、中小水力発電開発費補助金交
付要綱第３条に基づき、中小水力発電開発費補
助金により中小水力発電設置に対する補助事業
を実施しており、最大で３０％の補助率となっ
ている。また、新技術を利用した導入事業につ
いては５０％の補助率となっている。

Ｄ
国庫補助金の重複交付にならないよう、資産区分･目的を明確にすることにより、現行の補助制度でも
対応可能。

（項）水力発電の開発導入
促
　　　進対策に必要な経費

（目）中小水力発電開発費
補
　　　助金

（目細）中小水力発電開発
費
　　　　補助金

1,566,313 1459 14592010富山県 富山県
ふるさと創造
小水力発電
プラン
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経済産業省 1110560

　本市は「さわやかで美しい環境のまち」の実現に向け取組をしている。
①平成12年3月 ISO14001環境マネジメントシステム認証取得
②平成15年4月 湖西市環境基本条例施行
③平成16年3月 湖西市環境基本計画策定
④平成16年3月 湖西市地球温暖化対策実行計画作成
⑤平成16年度  道の駅実施計画書作成
⑦平成17年度 道の駅整備実施
 地球温暖化対策実施計画に沿って、この風光明媚な場所に位置する施設「道の
駅」にクリーン・エネルギーを導入し利用者に、環境意識の高揚を促す。導入に
対しては、その施設規模から「地域新エネルギー導入促進事業」による設置費支
援。「環境と経済の好循環のまちモデル事業」の採択により、質の高いクリー
ン・エネルギー導入促進をしようとするものです。

環境と経済の好循環のまちモ
デル事業実施要綱（二酸化炭
素排出抑制対策事業交付金交
付要綱）

地域新エネルギー導入促進事
業

道路開発資金貸付要綱

「地域新エネルギー導入促進事業」：地域にお
いて風力発電、太陽光発電、バイオマス発電等
の新エネルギーの大規模・集中導入等、先進的
な取組等を行う地方公共団体等に対して、事業
費の一部を補助。

Ｄ
公募による地域新エネルギー導入促進事業の対象としうる。独立行政法人ＮＥＤＯが、提案内容につい
て、新規性や普及可能性等の観点から審査し、交付を決定していく。

（項）エネルギー需給構造
高度化対策費
（目）地域エネルギー開発
利用等促進対策費補助金
（目細）地域新エネルギー
導入・省エネルギー普及促
進対策費補助金
（積算内訳）地域新エネル
ギー導入促進対策費補助金

（項）電源利用対策費
（目）地域エネルギー開発
利用発電事業等促進対策費
補助金
（目細）地域新エネルギー
導入促進対策費補助金

4,155,332
3,446,797

1515 15152010静岡県 湖西市

クリーン・エ
ネルギー導
入促進「風車
のまち」構想

経済産業省 1110380

　旧テクノ法に基づき設立された高度技術振興財団の基金については、県から財
団に対する出損金への補助という形で国庫補助金が入っている。
　当該補助金は、基金元本に対する補助であり、その運用益によって、事業が行
われることを前提としているため、基金元本の処分（一部取り崩し）に当たって
は、国庫補助金の返納が規定されている。
　しかし、現状として、昨今の低金利のために、基金による運用益がほとんどな
い状況が続いており、財団においては、その本来の目的にそった事業を実施する
ための事業費が大きく不足していることから、事業の適切な推進が困難な状況に
なっている。
　ついては、県に対する国庫補助事業という形で形成された財団の基金につい
て、基金元本補助から基金消費型補助への制度転換を図り、基金の取り崩しによ
り、財団において本来の事業の目的にそった形で事業費に充てることを認めてい
ただきたい。

１．地域産業活性化推進対策
費補助金交付要綱

２．産業再配置促進環境整備
費補助金交付規則
（工業再配置促進費補助金交
付規則）

１．地域産業活性化推進対策費補助金
高度技術工業集積地域開発促進法（旧テクノ
法）に規定する公益法人に対し、技術革新の進
展に即応した技術の中小企業者による利用を支
援するために必要な基金へ県が出えんする場
合、当該出えんに要する経費の一部について県
に対し補助するもので、平成２年３月に交付さ
れた。基金は、出えんを受けた公益法人が解散
しようとするとき又は地域技術起業化推進事業
の全部若しくは一部を廃止しようとする場合に
は、全部又は一部を処分することができると規
定 。
２．産業再配置促進事業環境整備費補助金（工
業再配置促進費補助金）

工業再配置促進法に規定する移転促進地域から
誘導地域に工場等が移転され、又は、誘導地域
に工場等が新増設された場合に、当該新増設工
場等の所在地を管轄する市町村に対し、環境保
全施設等の設置費等又は研修・指導事業等に必
要な基金出えんに対し補助金を交付する。

Ｄ

１．地域産業活性化推進対策費補助金交付要綱
積み立てられている基金の充当の可否は、当該事業が基金積立の目的の範囲内の事業であるか、補助金
交付の趣旨に合致しているか、処分方法が合理的であるか等を個別に判断する必要があり、これらが満
たされる場合には、基金の充当は可能である。なお、目的の範囲外であったならば、財産の目的外使用
などの措置が必要となる。

２．産業再配置促進環境整備費補助金（工業再配置促進費補助金）
積み立てられている基金の充当の可否は、当該事業が基金積立の目的の範囲内の事業であるか、補助金
交付の趣旨に合致しているか、処分方法が合理的であるか等を個別に検討する必要があり、これらが満
たされる場合には基金の充当は可能である。なお、目的の範囲外であったならば、財産の目的外使用な
どの措置が必要となる。

1087 10872010宮城県 宮城県

みやぎ産業
振興ビジョン
（産業高度
化・新産業創
出構想）

経済産業省 1110500

　宮崎県においては、本県独自の産業振興策として、産学官連携を通じた産業集
積の進展を図る「みやざき産業クラスター」を提唱している。
　この動きを加速的に推進するため、平成元年度に地域産業活性化推進対策費補
助金を受けて造成した「地域産業活性化基金」について、運用益を原資に助成す
る方式から基金自体を取り崩して助成できる方式へ変更する。
　これにより低金利下でも実効性のある助成措置が可能となり、「みやざき産業
クラスター」の加速的な推進を通じて、本県経済の活性化につながる。

地域産業活性化推進対策費補
助金交付要綱　第１５条第１
項
地域産業活性化基金は処分又
は担保に供することはできな
い。（以下省略）

地域産業活性化推進対策費補助金
高度技術工業集積地域開発促進法（旧テクノ法）に
規定する公益法人に対し、技術革新の進展に即応し
た技術の中小企業者による利用を支援するために必
要な基金へ県が出えんする場合、当該出えんに要す
る経費の一部について県に対し補助するもので、平
成２年３月に交付された。基金は、出えんを受けた
公益法人が解散しようとするとき又は地域技術起業
化推進事業の全部若しくは一部を廃止しようとする
場合には、全部又は一部を処分することができると
規定。

Ｄ

積み立てられている基金の充当の可否は、当該事業が基金積立の目的の範囲内の事業であるか、補助金交付の趣
旨に合致しているか、処分方法が合理的であるか等を個別に判断する必要があり、これらが満たされる場合に
は、基金の充当は可能である。なお、目的の範囲外であったならば、財産の目的外使用などの措置が必要とな
る。

1417 14172010宮崎県 宮崎県

みやざき産
業クラスター
の形成によ
る地域経済
再生

経済産業省 1110010

・農外企業が農業参入を行った場合の資金調達において，商工資金に基づく信用
保証の利用が可能な場合は，①菌床栽培方式によるキノコの生産と②苗床栽培方
式によるカイワレ大根の生産の場合のみに限られるが，これを拡大し，農地を利
用せず工場生産方式を行うトマトやイチゴ等の水耕栽培も対象とするもの。

中小企業信用保険法施行令第
１条第１項

中小企業者の資格および事業
資金について（39年2月25日
付け38中信公総第94号）の一
部改正通知（平成12年3月6日
付け11中信企第129号）

中小企業信用保険法施行令第１条において農業は中
小企業信用保険制度の対象業種から除外されてい
る。

Ｃ 農業に対する金融支援策は農林水産省の所掌である。 1089 10892010宮城県 宮城県

みやぎ産業
振興ビジョン
（新世代アグ
リビジネス創
出支援）
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経済産業省 1110030

本県における建設業の新分野進出先として有望視される分野として、基幹産業の
農林水産業があげられるが、現行制度では、農林水産業が公的信用保証の対象外
とされていることから、建設業の新分野進出先が農林水産業である場合に限定
し、公的信用保証の対象とする特例の創設を要望するものである。

○中小企業信用保険法第２
条第１項
○同法施行令第１条第１項
上記法令は公的信用保証の対
象となる中小企業者（業種、
資本金等）を規定している
が、建設業の新分野進出に限
定し、対象外となっている農
林水産業を特例的に対象とす
る措置を要望するもの。

中小企業信用保険法施行令第１条において農業は中
小企業信用保険制度の対象業種から除外されてい
る。

Ｃ 農業に対する金融支援策は農林水産省の所掌である。 1149 11492030青森県 青森県

建設業の経
営改善・新分
野進出促進
による地域
再生構想

経済産業省 1110050
　地域密着型の生活支援サービスの担い手として、ＮＰＯ法人が地域密着型の生
活支援サービスに取り組む場合に中小企業信用保証制度の対象事業者に追加す
る。

中小企業信用保険法第2条※
「中小企業者」等の定義（別
紙４参照）

特定非営利法人は中小企業者にあたらないことか
ら、民法上の公益法人と同様に、中小企業信用保険
の対象とはならない。

Ｃ

ＮＰＯ法人は極めて広範な目的で設立され、その事業内容も多種多様であるから、中小企業施策の対象とすべき
法人はどの程度存在するのか等について、実態を十分に見極めつつ、今後慎重に検討して参りたい。
なお、金融支援という観点からは、商工中金や国民公庫においては、ＮＰＯ法人も融資の対象になっているとこ
ろ。

1274 12742020山形県 山形県

やまがた
ニュービジネ
スフロンティ
ア推進計画

経済産業省 1110060

　中小企業信用保険法に基づく信用保証制度では、原則として対象外とされてい
る産業分類上の農林漁業関連業種の中で、苗床方式によるかいわれ大根製造業、
菌床方式によるきのこ製造業等の５業種が特例として対象となっているが、これ
に工場的生産設備を備えた非土地利用型の果菜や葉菜、花卉等の「水耕方式によ
る栽培事業」を新たに対象として追加する。また、現在、他産業の中小企業者が
農業分野に参入する場合には対象とならない農業信用保証保険制度における「農
業者等」の解釈の拡大を図る。

中小企業信用保険法第2条第1
項第1号、中小企業信用保険
法施行令第1条第１項※「中
小企業者」等の定義及び範囲
（別紙５参照）、農業信用保
証保険法第2条※農業者等の
定義（別紙６参照）

中小企業信用保険法施行令第１条において農業は中
小企業信用保険制度の対象業種から除外されてい
る。

Ｃ 農業に対する金融支援策は農林水産省の所掌である。 1274 12742030山形県 山形県

やまがた
ニュービジネ
スフロンティ
ア推進計画

経済産業省 1110090

農外企業が農作業受託（請負）事業をはじめとする農業関連産業に参入する際
の、資金調達等について政策金融の対象とする。
具体的には、
中小企業信用保険法施行令第１条第１項第１号及び中小企業金融公庫法施行令第
１条第１項第１号を削り、中小企業者が行う農業について、中小企業信用保険制
度及び政府系中小企業金融の対象化を図る。

・中小企業信用保険法第２条
第１項第１号
・同法施行令第１条第１項第
１号
（保険対象となる「中小企業
者」から「農業」を適用除
外）
・中小企業金融公庫法第２条
第１号
・同法施行令第１条第１項第
１号
（融資対象となる「中小企業
者」から「農業」を適用除
外）
・中小企業信用保険法
（保険対象となる「農業サー
ビス業」についても「蹄鉄処
理」、「ふ卵」及び「家畜貸
付」以外は、対象外）

中小企業金融公庫法施行令第１条、中小企業信用保
険法施行令第１条において農業は中小企業金融公庫
の貸付等業務および中小企業信用保険制度の対象業
種から除外されている。

Ｃ 農業に対する金融支援策は農林水産省の所掌である。 1595 15952030北海道 北海道
活力ある農
業・農村新生
プラン
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経済産業省 1110100

　現在、農林水産省では、研究開発、実用化技術開発については「農林水産バイ
オリサイクル研究」で、賦存状況調査、計画策定、システムの構築、調査、実証
については「バイオマス利活用フロンティア推進事業」で、新技術等を活用した
モデル的施設整備については「バイオマス利活用フロンティア整備事業」で実施
しているが、事業化の段階やバイオマス資源の種類によって担当部局が異なって
いる。多様なバイオマス資源の活用を促進するためには、地域の実状に則した施
策を段階的かつ総合的に推進する必要があることから、これらの事業を一体的に
実施するなど事業体系の見直しを要望する。

「農林水産バイオリサイクル
研究公募要領」、「バイオマ
ス利活用フロンティア推進事
業実施要綱」、「バイオマス
利活用フロンティア整備事業
実施要綱」

Ｃ

バイオマス施策は、各省において、エネルギー政策、リサイクル政策、農林政策等様々な目的の下で実
施されており、こうした各省にまたがる施策目的が異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目
的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
また、各施策によってバイオマスの利活用が効率的・効果的に図られるよう、バイオマス・ニッポン総
合戦略推進会議の場を通じて、各省間において密接な連携を図っている。

1148 11482090青森県 青森県

環境・エネル
ギー産業フ
ロンティア構
想

経済産業省 1110110

地域の再生可能な生物由来の有機性資源の利活用の方策と環境と共生した地域社
会のあり方を検証し、自然に対する負荷の軽減と景観を含む地域の生活の豊かさ
を実感できる地域社会のための調査研究を行い、その実現に関して、バイオマス
の利活用、中小水力発電、二酸化炭素排出抑制対策を総合的に取り組むこことの
できる総合補助制度の創設。

中小水力発電開発費補助金交
付規程
二酸化炭素排出抑制対策事業
費等補助金（地方公共団体）
交付要綱
バイオマス利活用フロンティ
ア推進事業等実施要項

1.電源開発促進対策特別会計法施行令第１条第
３項第１号、及び、中小水力発電開発費補助金
交付要綱第３条に基づき、中小水力発電開発費
補助金により中小水力発電設置に対する補助事
業を実施しており、最大で３０％の補助率と
なっている。また、新技術を利用した導入事業
については５０％の補助率となっている。

Ｃ

御提案にある事業をはじめ各省において実施されている施策は、様々な政策目的の下で実施されてお
り、こうした政策目的が異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが
生じるため適当ではない。
なお、御提案にある事業においては、全体として効果的な成果が得られるよう、各省間で個別案件につ
いて適宜連絡を取り効率的に事業を進めてまいりたい。

1276 12762010北海道 深川市
環境と共生
する田園都
市構想

経済産業省 1110120

森林文化を創出するためには地域資源である森林資源を積極的に循環させること
が求められる。その一つの手法として森林資源を活用したバイオマス関連事業の
推進も効果的である。しかし、それを支援する施策として補助事業をはじめ様々
な支援策が講じられているが、バイオマスの利活用支援という目的が同じである
にもかかわらず、経済産業省、農水産業省および環境省がそれぞれ所管を分けて
実施しているとともに、事業の種別、内容が多岐にわたっているため、制度を活
用する立場においては、内容がわかりにくく、また、事務の手続きが煩雑となる
ため効率的な執行ができないのが現状である。そこで、これらの支援策を「バイ
オマス利活用支援総合事業」として整理、統合することにより効率的に実施し、
目的を効果的に達成できるように制度の改革を要望する。

0 Ｃ

バイオマス施策は、各省において、エネルギー政策、リサイクル政策、農林政策等様々な目的の下で実
施されており、こうした各省にまたがる施策目的が異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目
的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
また、各施策によってバイオマスの利活用が効率的・効果的に図られるよう、バイオマス・ニッポン総
合戦略推進会議の場を通じて、各省間において密接な連携を図っている。

1315 13152020滋賀県 朽木村
森林文化創
出プロジェク
ト

経済産業省 1110130

　バイオマス利活用の推進に関して、各省庁横断的な課題や一元的に取り組むべ
き施策が多く、関係省庁が多岐にわたり関連事業も分散している。その結果、事
業の調整手続きに時間を要したり一体的な施策展開が困難となっている。
　バイオマスの利活用を効果的に進めるためには、各地域の状況に応じた関係者
の連携を基礎に、バイオマスの発生から消費までをつなぐ循環システムを構築す
る施策展開が不可欠であり、条件整備も一体的に行う必要がある。
　このため、国における総合的な調整や情報提供などを行うワンストップの窓口
を設置し、各自治体や民間企業からの提案公募の下に、既存の事業や省庁の枠に
とらわれずバイオマス利活用推進への助成を行う、｢バイオマス振興調整費｣(仮
称）や特別交付金といった弾力的に予算を活用できる制度の創設を提案する。

0 Ｃ

バイオマス施策は、各省において、エネルギー政策、リサイクル政策、農林政策等様々な目的の下で実
施されており、こうした各省にまたがる施策目的が異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目
的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
また、各施策によってバイオマスの利活用が効率的・効果的に図られるよう、バイオマス・ニッポン総
合戦略推進会議の場を通じて、各省間において密接な連携を図っている。

1567 15672010千葉県 千葉県
「バイオマス
立県ちば」の
推進
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経済産業省 1110150

　「バイオマス・ニッポン」の実現に向け、バイオマスの利活用を促進するため
に取り組むこととしている「バイオマスタウン構想」を有効に推進するため、国
の認定を受けたバイオマスタウンを対象として、実証、事業化調査、施設整備等
の施策を集中的に実施する必要がある。
　そこで、経済産業省が実施している「バイオマス等未活用エネルギー事業調査
事業」において導入している「バイオマスタウン枠」について、農林水産省が実
施している「バイオマス利活用フロンティア推進事業・同整備事業」及びＮＥＤ
Ｏ技術開発機構が実施している「地域新エネルギー導入促進事業」等他のバイオ
マス関連事業にも枠を追加することを要望する。

「バイオマス利活用フロン
ティア推進事業実施要綱」、
「バイオマス利活用フロン
ティア整備事業実施要綱（農
林水産省）」、「バイオマス
等未活用エネルギー事業調査
事業公募要領（経済産業
省）」、「地域新エネルギー
導入促進事業公募要領（ＮＥ
ＤＯ技術開発機構）」等

「バイオマス等未活用エネルギー事業調査事
業」：既に実用化に達しつつあるバイオマスエ
ネルギー及び雪氷冷熱エネルギーの導入を円滑
化するための実証試験を実施する。
「地域新エネルギー導入促進事業」：地域にお
いて風力発電、太陽光発電、バイオマス発電等
の新エネルギーの大規模・集中導入等、先進的
な取組等を行う地方公共団体等に対して、事業
費の一部を補助。

Ｃ

地域新エネルギー導入促進事業は、地方自治体が策定した計画に基づき行われる、バイオマスや太陽光
発電、風力発電などの各種新エネルギーの導入事業に対して支援するものであり、バイオマスのみに特
別枠を設けることは、地方自治体が計画する他の新エネルギー導入に支障をきたすおそれが生じるため
適当ではない。

1148 11482100青森県 青森県

環境・エネル
ギー産業フ
ロンティア構
想

経済産業省 1110190

　埼玉県では、県産木材の利用を促進するため、ＰＲ効果・波及効果の高い公共
施設や木材需要量の多い民間住宅を対象として、普及啓発、助成制度、融資制度
など各種施策を推進しており、これらの施策は、徐々に県民、産業界に浸透し、
一定の効果が現れつつある。
　今後、さらに県産木材の利用を促進するためには、大きな需要が見込まれる工
場、事務所、店舗など民間業務施設の木造化の促進が必要となる。
　また、二酸化炭素を多く発生する業務施設に、二酸化炭素を貯蔵した木材を用
いることは、地球温暖化防止の観点からも意義がある。
　このため、地域木材を利用した民間業務施設の建築、改修等も対象となるよ
う、中小企業金融公庫の特別貸付制度の拡充を提案する。

中小企業金融公庫の特別貸付
制度

当該措置に関する中小企業金融公庫の特別貸付制度
は存在しない。
また、そもそも中小企業金融公庫法施行令第１条に
おいて林業は中小企業金融公庫の貸付等の業務の対
象業種から除外されている。

Ｃ 林業に対する金融支援策は農林水産省の所掌である。 1227 12272010埼玉県 埼玉県
埼玉県産木
材利用推進
構想

経済産業省 1110200

長野ナノサイエンス産業都市構想の実現に向け、大学等の機能一部移転及びC-
nanoセンター（中核施設）を中心市街地に整備することにより、大学等の研究機
関と都市機能との融合・調和が図られ、中心市街地活性化及び地域産業活性化に
大きな相乗効果が期待できる。
ついては、現在の中心市街地活性化に関連する多様な助成・補助メニューを、各
都市の地域づくりのテーマに応じて柔軟に対応できるよう、都市機能の向上と中
心市街地活性化を目的とした事業を中心に、集中的な国の支援を可能にする「都
市再生中核施設整備ファンド」（仮称）の設置を提案する。

・中心市街地における市街地
の整備改善及び商業等の活性
化の一体的推進に関する法律

 中心市街地活性化法は、中心市街地活性化を目
的として、関係８府省庁の連携のもとに「市街
地の整備改善」、「商業等の活性化」を一体的
に推進するもので、具体的には、市町村のイニ
シアティブによって策定する基本計画に位置づ
けられた事業に対し重点的に支援を行うことと
なっている。
 中心市街地商業等活性化総合支援事業費補助金
は、ソフト・ハード事業に対し一体的支援をし
ており、現行でも中心市街地の商業等の活性化
のための事業を幅広く支援。また、市町村の基
本計画に定められた事業に対して重点的に支援
を行うための関係８府省庁からなる中心市街地
活性化関係府省庁連絡協議会において、各府省
庁の支援方針を諮っている。
中心市街地等商店街・商業集積活性化施設整

Ｃ

御提案の構想については、様々な関連する施策メニューが用意されており、ファンドを設置しなくとも、都市機能
向上と中心市街地活性化に向けた取組を支援することは可能である。
また、政策目的の異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適
当ではない。
今後、都市機能向上と中心市街地活性化に向け出来る限り効果的・効率的な施策展開が一層図られるよう、関
係担当部局間で適宜連絡を取り事業を進めてまいりたい。

1337 13372010長野県 長野市
長野ナノサイ
エンス産業
都市構想

経済産業省 1110270

太陽光発電システムは依然として高価であり、普及促進には資金面での支援が必
要不可欠である。そこで、住宅全体の電力を賄う太陽光発電システムの設置がＮ
ＥＦ（新エネルギー財団）の補助対象となっているのと同じように、門柱灯・街
路灯やイベント等で使用する電力の確保のための太陽光発電システムの設置につ
いても、これらを公共財的なものと位置づけ、現行の補助制度を弾力的に運用し
て対象とすることを求める。

住宅用太陽光発電導入促進対
策費補助金交付規程

太陽光発電の早期市場自立化を促進するため、
住宅用太陽光発電システムを設置する者に対す
る補助を実施。

Ｃ

本制度は、住宅用太陽光発電システムの初期需要創出を目的に事業を行っているものであり、御提案い
ただいている街路灯等を対象とすることは困難。
ただし、御提案いただいている門柱灯・街路灯については、自治体による大規模導入が行われる場合に
は地域新エネルギー導入促進事業、太陽光発電フィールドテスト事業の対象となりうる。

1129 11292010兵庫県 洲本市
「光の街」プ
ロジェクト
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経済産業省 1110290
資源循環型社会の形成の関連で利用できる民間企業の技術開発に係る補助金につ
いて統合的運用を可能にすることにより、技術開発と全国への普及の促進を図り
たい。

0

-

【地域新生コンソーシアム研究開発事業、地域
新規産業創造技術開発費補助事業】
地域において新産業・新事業を創出し、地域経
済の活性化を図るため、大学等の技術シーズや
知見を活用した産学官の強固な共同研究体制
（地域新生コンソーシアム）の下で、実用化に
向けた高度な研究開発を実施するとともに、中
堅・中小企業による新分野進出やベンチャー企
業による新規創業といった、リスクの高い実用
化技術開発を支援する。

Ｃ

ご提案にある事業をはじめ各省に於いて実施されている施策は、様々な政策目的の下で実施されてお
り、こうした政策目的が異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが
生じるため適当ではない。なお、ご提案にある技術開発等については、様々な施策メニューが用意され
ており、各施策で設定されている必要な要件を満たした案件であれば採択可能である。

1409 14092020
神奈川
県

三浦市

６次経済の
構築による
三浦スタイル
展開プロジェ
クト

経済産業省 1110340

＜地元主導型共同店舗支援＞
コミュニティ施設活用商店街活性化事業は、商店街に賑わいを創出して、商店街
の活性化を図るため、商店街の空き店舗を活用して、保育サービス施設や高齢者
の交流施設等のコミュニティ施設を設置、運営する事業に対し補助する事業であ
る。これの事業目的（対象地域）を拡大して、商店街のみならず、地域郊外に立
地する中小企業高度化事業で設置された地元主導型共同店舗（事業主体：事業協
同組合）を実施地域・場所とする。
＜商店街支援、地元主導型共同店舗支援＞
また、補助年限３年を５年に延長することを要望する。

中小商業活性化事業費補助金
交付要綱
第４条
（補助金の交付の目的）
（３）コミュニティ施設活用
商店街活性化事業費補助事業
組合等、社会福祉法人又は特
定非営利活動法人が、空き店
舗の解消と少子高齢化への対
応等を図ることにより、商店
街に賑わいを創出して商店街
の活性化を図るため、商店街
の空き店舗を活用して、保育
サービス施設や高齢者の交流
施設等のコミュニティ施設を
設置・運営する事業に対し補
助する事業
なお、本補助事業について
は、複数年度（最長３年間）
にわたり連続して同一して認
定構想推進事業者が同一事業
を実施することができる。

商店街振興組合、商工会、商工会議所等が商店街
の空き店舗を活用して保育サービス施設、親子交流
施設、高齢者等交流施設などのコミュニティ施設を
設置・運営して商店街の活性化を図る事業を実施す
る際に、店舗の内装改装費や賃借料等を補助してい
る。
当該補助事業は、商店街に立地する空き店舗を賃

借してコミュニティ施設として活用するものを対象
としており、間接補助事業者が自己所有する建物を
活用する場合や建物を取得して事業を行おうとする
場合は対象外としている。
なお、同一の施設・事業に対し、最長３年間補助

することを認めている。

Ｃ

当該補助事業は商店街に立地する空き店舗を賃借してコミニュティ施設として活用するものを対象としてお
り、提案内容は、事業主体である事業協同組合自らが所有する建物を活用しようとする場合に該当すると判断さ
れるため、当該補助事業の対象外である。
また、最長の補助期間を３年から５年へ延長する提案については、当該補助事業の目的とする商店街等の自主
的な取組のスタートアップの支援という趣旨に反し、補助金を前提とした事業となる可能性が高くなるため対応
は困難。３年間が最大限可能な支援期間と判断している。

1461 14612010富山県 富山県

中小商業施
設「憩いの広
場」整備計画
（ＳＫＹ・ＰＬＡ
ＺＡ　プロジェ
クト）

経済産業省 1110350

自治体が提案する地域活性化のためのプロジェクト等の推進にあたっては、対応
する個々の補助金では、対象範囲の限定等により使途制限が伴うと同時に、二重
補助を回避しつつ財源確保に奔走する状況である。具体的には、中心市街地商店
街や駅前等の既存建物である空き店舗を保育所、地域子育て支援センター及び一
時保育等の保育サービス提供施設として活用して商店街の活性化や賑わいの創出
に結びつけたい地域の要求を踏まえ商店街活性化事業を行う場合には、複数の省
の所管する補助金を活用することになる。また、志木市型商店活性化プランを導
入し、地域再生事業を総合的かつ一体的に行う場合にも、個々の事業補助の使途
に制限又は二重補助回避に翻弄され、財源の有効活用の面では地域の裁量性は認
められず、使途に縛りがかかり、事業目標を達成することが困難になる。このこ
とから、統合補助金化に考えは至るものの、統合補助金化はあくまで補助金にと
どまり、使途がどの程度自由になるかは国の各省に委ねられることとなり、地域
の自主裁量性が確保できないのが実状である。よって、地域再生のための事業に
関連する現行の国の補助金を廃止し、地域の独自な取り組みを具現化するため
に、財源移譲することにより自主財源としたい。

商業・サービス業集積関連施
設整備費補助金交付要綱
中小商業活性化事業費補助金
交付要綱　　　　　　　地域
子育て支援センター事業実施
要綱　　　　　　　　　駅前
等保育サービス提供施設等設
置促進事業実施要綱

　中心市街地の活性化事業は、複数の事業が有
機的に連携して行われることが重要であり、重
点的、また、短期集中的に行うことが効果的で
あるため、関係８府省庁からなる中心市街地活
性化関係府省庁連絡会議において連携を図りな
がら中心市街地の整備改善、商業等の活性化を
一体的に推進しているところ。
　なお、ＩＴ活用型経営革新モデル事業補助金
は、空き店舗活用に伴う商店街活性化に活用で
きないものではないが、主として、中小企業の
ＩＴを活用した経営革新のためのシステム開発
に対する支援を行うもの。

Ｃ

　中心市街地等の活性化は地域の経済活力に向上にとって不可欠なものであるが、御提案にあるように補助金を
廃止・税源移譲した場合、中心市街地等活性化に向けた取組は自治体の財政事情に左右されることとなり、かか
る取組を実施したい自治体において、厳しい財政事情を理由に、中心市街地等の活性化が図れない事態が生じる
おそれがある。このため、中心市街地等の活性化に関係する補助金の廃止・税源移譲を行うことは困難である
が、今後、各施策がより効果的・効率的に実施されるよう連携を図ってまいりたい。

Ⅰ
中心市街地活性化総合支援事業費補助金に
ついて、三位一体改革に対応し、平成１８
年度に廃止、一般財源化。

(項)中心市街地商業等活性
化対策費
(目)中心市街地商業等活性
化総合支援事業費補助金

1,076,323 1549 15492010埼玉県 志木市
活き活きまち
づくり構想

経済産業省 1110360

　当市が取組む、本町オリベストリートの拠点施設である多治見中心市街地都市
型産業基盤施設（たじみ創造館）は、地域振興整備公団が担う、中心市街地活性
化事業のメニューで建設したものである。しかしながら、家賃設定が、地域周辺
相場と比較し、かけ離れて高額であるため（周辺相場＠１,８００円／㎡に対し、
創造館平均家賃＠３,８４０円／㎡）、地場事業者等や名古屋圏事業等が入居でき
なく、今だ、空き区画がある状況である。よって、中小企業庁が所管する「大型
空き店舗活用支援事業」について弾力的な運用を行い、地域振興整備公団施設
（たじみ創造館）のテナント入居者の賃貸料・改装費に対しても適応できるよう
柔軟な対応を求めるものである。

中小企業経営革新等対策費補
助金交付要綱

　大型店撤退後の空き店舗をＴＭＯ等が賃借し、新
規創業店舗や経営革新店舗、コミュニティ施設など
を適正に配置し、魅力ある商業施設を実現するため
に必要な賃借費や、改装費等の一部を最長３年間支
援。

Ｃ
　大型空き店舗活用支援事業は、平成１４年度補正予算において、緊急的な措置として講じたものである。
　当省としては、緊急的な措置としての役割を終えたと判断し、平成１７年度からは新規案件を採択しないこと
としている。

1641 16412010岐阜県
多治見
市

オリベスト
リート構想

12 / 15 ページ



省庁名
管理
コード

支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状
反映の
分類

概算要求への反映状況 その他

政府
予算
案へ
の
反映
の分
類

政府予算案への
反映の状況

予算の名称
(項)(目)(目細)

予算額
（単位：千円)

構想（プ
ロジェク
ト）管理
番号

支援措置
提案事項
管理番号

都道
府県
名

提案
主体
名

構想（プロ
ジェクト）
の名称

経済産業省 1110370

産学官連携に関する現行補助金制度では、各省庁の制度とも研究開発期間が２～
３年程度であり、基礎研究から産業化までを一貫して機動的・柔軟に推進するこ
とが難しく、このことが産業化の成果を生み出していく上での大きな障害となっ
ている。また、単年度毎の配分といった事項も、研究開発を柔軟に進める上で障
害になっている。
また、産学官連携のコーディネータ人材の確保のための補助金等についても、期
間が限定されていることから、有能な人材の確保や若手人材の計画的な育成が困
難になっている。
この他、立ち遅れている研究設備やインキュベーション施設等の整備について
も、県の裁量のもとでのタイムリーな整備を可能とする補助金制度等が無いこと
などの問題を抱えている。
このため、、今回の提案では、各省庁の産学官関連補助事業を廃止し、地域の裁
量により使途を自由化し、本県の産学官連携による地域経済の再生構想を実現し
ようとするものである。
また、計画修了後は、事前に設定した目標の達成状況に関する事後評価を求め、
その結果については、国がチエックし公表するものとする。

当構想で事前に設定する目標は具体的な事業成果であり、次のとおりである。
①産学官共同研究企業数を平成14年度末現在の71社から平成22年度までに4倍の
284社創出する。
②大学発ベンチャーを平成15年度末の10社から平成18年度末までに20社の創出を
実現する。

0

1.新事業支援施設整備費補助金は、中心市街地
活性化法に基づく中心市街地活性化基本計画の
推進、新事業創出促進法に基づく新事業創出促
進基本構想の推進、産業集積活性化法に基づく
基盤的技術産業集積活性化計画、高度技術産業
集積活性化計画の推進を目的としており、電源
地域産業集積活性化対策事業補助金は、特定産
業集積活性化法に基づく基盤的技術産業集積活
性化計画の推進を目的としている。また、両補
助金は、産業クラスター計画等の政策に配慮
し、前述の計画等の推進に基づき、新事業・新
規雇用の創出を通じて地域経済の活性化を図る
ことを政策目的にしている。

2.地域新生コンソーシアム研究開発事業
地域において新産業・新事業を創出し、地域経
済の活性化を図るため、大学等の技術シーズや
知見を活用した産学官の強固な共同研究体制
（地域新生コンソーシアム）の下で、実用化に
向けた高度な研究開発を実施。

Ｃ

御提案にある産学官連携補助事業をはじめ各省において実施されている施策は、様々な政策目的の下で
実施されており、こうした政策目的が異なる施策をまとめて廃止し、地域の自主裁量に委ねることは、
一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
一方、経済省としては、御提案にもあるように産学官共同の研究開発の成果を事業化に効率的に結び付
けることが重要であることにかんがみ、企業を中心に産学官連携による実用化技術開発等通じ新事業創
出を図ることを目的とする「産業クラスター計画」と、文科省で実施されている大学等を中心とした基
礎研究分野における産学官連携事業である「知的クラスター創生事業」との連携強化に取り組んでいる
ところ。特に、平成１７年度予算要求においては、産業クラスター関連施策の一つである地域新生コン
ソーシアム研究開発事業の中に、知的クラスター創成事業等他省庁の施策から生まれた成果をより積極
的に取り組むための方策を検討しているところであり、また、総合科学技術会議では関係省庁が連携し
政府一体となって取り組むべきテーマを連携施策群として積極的に推進することとしており、その一つ
として「地域クラスター」が検討されている。

1171 11712010岩手県 岩手県

産学官連携
による地域
経済再生構
想

経済産業省 1110400

　現在、液晶をはじめとするＦＰＤ産業は、薄型テレビ人気などに支えられ、業
績が上向き傾向にあり、ひところのＩＴ不況を脱しつつある状況にある。また、
これまでの国際的に生産拠点を分業する「水平統合」から、製品を国内工場で一
貫生産する「垂直統合」、「国内回帰」の動きがみられる。
　こうした国内のＦＰＤ産業を取り巻く動きの中で、まさに今、特に韓国、台湾
などに対する国際競争力を高め、国内のものづくり産業の再生を、国を挙げて取
り組む必要がある。
　青森県では、青森県クリスタルバレイ構想の実現のため、企業立地支援施策の
一つとして、オーダーメイド型貸工場制度を創設し、これにより、第１号企業が
立地したところである。
　青森県のオーダーメイド型貸工場制度とは、立地企業の希望する仕様に沿った
工場・設備を、県との連携のもとに、リース会社等が建設・設置し、賃貸・リー
スで提供するものであり、これにより、立地企業のキャッシュフローを重視し、
新規工場立地に際しての初期投資の大幅な軽減化と設備投資資金のオフバランス
化を実現するものである。
　このように企業立地支援施策としては極めて有効なものであり、国におけるＦ
ＰＤ集積を図る必要性を踏まえ、国においてオーダーメイド型貸工場制度を導入
する必要がある。

現状なし 現状なし Ｃ

提案内容は、ＦＰＤ集積を図るため、新規工場立地に際する初期投資の軽減化措置として、オーダーメ
イド型貸工場制度を創設するというものであるが、当課としては、提案地域の立地促進の観点から従来
より用地取得費に対する補助制度を設け、新規工場立地に際する初期投資軽減化措置を講じているとこ
ろである。

1152 11522030青森県 青森県
青森県クリス
タルバレイ構
想

経済産業省 1110420

①複数の機能を併せ持つ施設の整備に柔軟に対応し、複数の補助金等交付申請手
続きなどの一括化による事務処理の省力化・効率化を図るため、電源立地地域対
策交付金や保健衛生施設等施設整備費補助金、社会福祉施設等施設整備費国庫負
担（補助）金など複数の補助金等の統合もしくは交付金化を行う。
②事業全体で交付決定を受け、事業間の経費の流用等について弾力的運用を認め
ることにより、事業途中における計画の一部変更等への柔軟な対応を可能にす
る。
③施設整備等事業期間が複数年にわたる場合、初年度に事業全体について補助金
等の交付申請を行い、事業全体について交付決定を受けることにより、事務処理
の効率化を図る。

・社会福祉施設等施設整備費
及び社会福祉施設等設備整備
費の国庫負担(補助)について
(平成3年11月25日　厚生省社
第409号　厚生事務次官通知)
・保健衛生施設等施設・設備
整備費の国庫負担(補助)につ
いて(昭和62年7月30日　厚生
省発保医第179号　厚生事務
次官通知)

電源立地地域対策交付金においては発電用施設
の所在する市町村又は所在する市町村の周辺市
町村が行う当該地域への企業の導入や住民福祉
の向上に資する各種ハード・ソフト事業に要す
る費用に対し交付金を交付することにより、発
電用施設の立地及び運転の円滑化を図ることと
しており、対象メニューの一つとして文化セン
ターや保健施設等（各機能を併せ持つ複合型施
設を含む。）の社会福祉関連施設の整備が盛り
こまれている。

Ｃ

①、②について
電源開発促進対策特別会計は、特別会計を設置するのは一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある
場合に限るとする財政法第１３条に規定に基づき、電源開発促進税をもって、電源立地対策という特定
の施策を実施する経費に充てるために創設されたものであり、電源立地地域対策交付金と施策目的を異
にする他の補助金等と統合することや、流用することは財政法１３条に規定する区分経理の意味を失わ
せることとなり不適切。なお、電源立地地域対策交付金は幅広い実施可能事業の中から地域の特性や実
情に応じて各地方自治体が実施する事業を選択し実施することで各地域の活性化を図るものであり、社
会福祉関連施設の整備事業は実施可能な事業の一つに過ぎない。ご提案にお応えすることは上記のよう
な電源立地地域対策交付金の特性を損ない、却って地域の活性化を阻害する可能性がある。

③について
事業期間が複数年に及ぶ事業全体について交付決定を行うことは国の予算が予算単年度主義を採用して
いることから不可能であるが、例えば当該事業に係る公共用施設整備計画（発電用施設周辺地域整備法
第7条に規定）を作成し主務大臣の同意を受けることや基金を造成するなどの措置を講じることによっ
て交付金事務は大幅に軽減される。

1198 11982010福井県 福井県
地域福祉拠
点複合施設
整備構想

経済産業省 1110470
○限られた財源を有効に活用できるようにするため、湖沼、河川、上下水道など
に関する国の直轄事業予算と補助事業予算を「関西州（産業再生）特区」に対し
て一括交付すること。

0

地方公共団体が工業用水道を布設する際に、補
助金の交付申請を行い、当省において、採択基
準に該当するものに限り、当該地方公共団体に
対し、工業用水道事業費補助金を交付する。

Ｃ

工業用水道事業費補助金については、地方公共団体が行う工業用水道の施設整備に対し補助するもので
あるが、その交付にあたっては、厳しい予算制約の下、全国的な視点から必要な個別事業毎にその重要
性・緊急性等を考慮して行っているところ。今回のご提案は、当該地域に関する事業分の補助金の交付
先を「関西州（産業再生）特区」とし、同組織において地域内に関する事業の配分を行うというもので
あれば、上記視点による必要な事業への配分が実現されない可能性もあり、補助金の目的が達成されな
い恐れもあるため対応は困難である。

1350 13502020
大阪府、
京都府、
兵庫県

(社)関
西経済
連合
会､(社)
関西経
済同友
会､関
西経営
者協
会､
大阪商
工会議
所､京
都商工
会議
所､神
戸商工

水資源の保
全活用のた
めの水系の
一体的管理

経済産業省 1110480

資源循環型エネルギーセンターの整備を予定している市内二町谷地区（埋立地）
への進出企業は、資源循環型エネルギーセンターのユーザーとして、ゼロエミッ
ション化に向けた先導的な役割を果たす存在であるという点に鑑み、これら企業
が「新エネルギー導入事業を行う」者、「省エネルギーの取り組み」を行う者で
あり、また、「エネルギー有効利用型の建物設備等の導入」する者であるとの認
知を得るために必要な運用基準を設けられたい。
同時に、複数の補助金の併用ができるよう包括的承認等の統合的運用を求める。

新エネルギー利用等の促進に
関する特別措置法

エネルギー使用合理化技術戦
略的開発（平成１５年度大括
り化）

エネルギー等の使用の合理化
及び資源の有効な利用に関す
る事業活動の促進に関する臨
時措置法

1.「新エネルギー利用等の促進に関する特別措
置法」：新エネルギー時御者支援補助金を申請
するためには、本法の認定を受けることが要件
となっている。

2.
・エネルギー使用合理化事業者支援
　省エネルギー効果や費用対効果が高く、政策
的意義の高い事業に対し経費を補助する。

Ｃ
各省において実施されている施策は、様々な政策目的の下で実施されており、こうした政策目的が異な
る施策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。

1409 14092030
神奈川
県

三浦市

６次経済の
構築による
三浦スタイル
展開プロジェ
クト
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経済産業省 1110520

地域資本市場創成プロジェクトの実行主体となる地域NPOに対して、調査・計画、
実行、検証と修正の各段階における統合された補助金の支援を要請。理由は、地
域社会の再生の為には資本市場を使った資金循環が不可欠とされる今、現行の制
度調査・教育・人材活用・企業支援の補助金制度を改革し、住民の資金を中心に
考えた地域における資金調達の仕組み作りといった横糸で繋がる部分が必要と考
えるため。具体的には、地域NPOによる調査・計画段階での民間資金等活用事業調
査費補助金（内閣本府）の活用、プロジェクトの全体を通して生涯学習振興費・
学校教育振興費（文部科学省）の活用による投資家教育、投資家教育の一層の効
果を図る対話システム（支援措置-2に係る）において投資ニーズ調査を行う調査
員への緊急雇用創出特別基金補助金（厚生労働省）の活用、地域企業への信用補
完支援としての中小企業活性化補助金（経済産業省）の活用。

民間資金等活用事業調査費補
助金　　　　　　　　　　生
涯学習振興費・学校教育振興
費
緊急雇用創出特別基金補助金
中小企業活性化補助金

中小企業等活性化補助金のうち、地域産業
集積中小企業等活性化補助金は、グローバ
ル化に伴う産業空洞化の影響を受けた中小
企業集積について、当該集積の活性化を目
的として、新分野への進出等を試みる当該
集積地域の中小企業に対して補助を行うも
のである。
　具体的には、都道府県が作成し国が同意
した「活性化計画」に沿って、個別中小企
業・組合作成の計画を都道府県が承認し、
その上で、ごく小規模の事務所や貸工場の
建設費補助や、研究開発に対する補助等の
支援措置を行う。

Ｃ

中小企業活性化補助金(平成１６年度より小規模企業等活性化補助金）のうち、地域中小企
業に対する支援策としては、地域産業集積中小企業等活性化補助金が存在し、これは特定産
業集積の活性化に関する臨時措置法に基づく支援措置である。同補助金は、産地と呼ばれる
ような一定の要件を満たす産業集積に存在する中小企業の技術開発等を支援する目的で創設
されている。したがって、当該補助金を、地域資本市場創生を担うＮＰＯに対する補助を目
的として利用することは、補助金の主旨の馴染まない。
同様の理由から、企業の信用補完に当該補助金を用いることも困難である。

1446 14462010東京都

日興ｺｰ
ﾃﾞｨｱﾙ
証券株
式会社

地域資本市
場創成プロ
ジェクト

経済産業省 1110530
地域産業集積中小企業等活性化等補助金中の「地域産業集積創造基盤施設整備事
業」においては、展示施設の整備はできることとなっているが、産業観光に不可
欠な体験型工房が位置付けられていないため、運用の改善を求めるもの。

地域産業集積中小企業等活性
化等補助金交付要綱第４条
（２）

グローバル化に伴う産業空洞化の影響を受
けた中小企業集積について、当該集積の活
性化を目的として、新分野への進出等を試
みる当該集積地域の中小企業に対して補助
を行う。
　具体的には、都道府県が作成し国が同意
した「活性化計画」に沿って、個別中小企
業・組合作成の計画を都道府県が承認し、
その上で、ごく小規模の事務所や貸工場の
建設費補助や、研究開発に対する補助等の
支援措置を行う。

C

　御提案にある補助事業については、国と地方の役割分担の観点等から１６年度をもって廃
止の方向で見直しを行っている。また、地域産業集積中小企業等活性化補助金は１８年度を
もって終了する予定である。

1453 14532030富山県 富山県
とやま観光
関連産業活
性化計画

経済産業省 1110570
　８事業に区分されている「地域産業集積中小企業等活性化補助金」を一本化し
て県に交付することとし、地域の実情に即して柔軟に執行できるものとする。

・特定産業集積の活性化に関
する臨時措置法第２８条・第
２９条、

・地域産業集積中小企業等活
性化等補助金交付要綱第４条

グローバル化に伴う産業空洞化の影響を受
けた中小企業集積について、当該集積の活
性化を目的として、新分野への進出等を試
みる当該集積地域の中小企業に対して補助
を行う。
　具体的には、都道府県が作成し国が同意
した「活性化計画」に沿って、個別中小企
業・組合作成の計画を都道府県が承認し、
その上で、ごく小規模の事務所や貸工場の
建設費補助や、研究開発に対する補助等の
支援措置を行う。

Ｃ

　御提案にある補助事業については、国と地方の役割分担の観点等から１６年度をもって相当数を廃止
する方向で見直しを行っている。また、地域産業集積中小企業等活性化補助金は１８年度をもって終了
する予定である。

1632 16322010茨城県 茨城県

県北臨海地
域ものづくり
産業集積再
生構想

経済産業省 1110580

○今年度から中小企業の知的財産戦略を支援する補助金が創設され、兵庫県（実
施主体：（財）ひょうご中小企業活性化センター）においても本補助制度を活用
し、事業を実施することとなったが、多くの中小企業においては、産業財産権に
係わる実務に精通している担当者が不在であるのが現状である。

○産業財産権は自ら管理することが必要であり、知的財産戦略を経営戦略として
位置づけた後も、その後の企業活動にとって産業財産権を適切に管理することが
必要不可欠であるが、現状では、一般的に中小企業においては独創的な技術を
持っていても、産業財産権として、保護・活用する意識が乏しい。

○また、（社）神戸経済同友会は「知的財産の創造と活用による神戸のルネッサ
ンス」という提言のなかで、知財実務者専門育成コースを（財）新産業創造研究
機構内に設置することを求めている。

○このため、中小企業の知的財産戦略を支援する地域中小企業知的財産戦略補助
金の一部を活用することにより、知的財産に関するセミナーを開催し、知的財産
についての意識を啓発するとともに、知的財産の専門講座を設け、人材（中小企
業の実務担当者）教育を行うこととする。

○なお、知的財産専門家教育については、120名の技術移転アドバイザーを有し、
技術移転事業やＴＬＯひょうごを運営する（財）新産業創造研究機構に養成コー
スを設置する。

特許情報利用促進事業費補助金
交付要綱及び実施要領
・ 交付要綱第４条
　この補助金は、都道府県等中
小企業支援センターが行う地域
中小企業知的財産戦略支援事業
のために必要な経費であって、
別表「補助対象経費」に掲げる
もののうち、経済産業局長等が
必要かつ適当と認めるものにつ
いて、予算の範囲内において交
付する。
　＜補助対象経費＞専門家謝
金・旅費、委員謝金・旅費、事
務庁費、委託費
・ 実施要領７．事業内容
（４）知的財産戦略の策定
　知的財産専門家等は派遣を受
ける中小企業者に対して、下記
（イ）～（ニ）を実施すること
により、知的財産活用のための
知的財産戦略の策定を支援す
る。
　本事業において実施する知的
財産活用のための戦略策定等
は、知的財産の中でも特許権を
中心とした戦略策定等を支援す
るものとする。
（イ） 特許分析の支援
（ロ） 特許戦略策定等の支援
（ハ） 事業化に向けた特許評
価等の支援
（ニ） その他事業を遂行する
上で必要と認められるもの

本補助事業は、中小企業における知的財産の戦
略策定を目的としており、補助対象事業である
知的財産戦略策定には、①特許分析等の支援、
②特許戦略策定等の支援、③事業化に向けた特
許評価等の支援、④その他事業遂行する上で必
要と認められるものに限定している。

Ｃ

本補助事業は、知財戦略を策定しようとしている中小企業者に対して、知的財産専門家等を一定期間集
中的に派遣し知財戦略策定の支援を行うことを目的としている。不特定多数の企業を対象としたセミ
ナー、専門講座については、本事業の目的からはずれるため、補助対象とすることは困難。
なお、経済産業局が自治体や関係団体と連携して実施しているセミナー事業を活用することは可能。

各経
済産業
局が自
治体や
関係団
体と連
携し
て、知
財活
用、人
材育成
を目的
とした
中小・
ベン
チャー
企業の
代表
者・研
究者を
対象と
した中
小・ベ
ン
チャー
セミ
ナー及
び中小
企業診
断士・
技術士
等を対
象とし

1614 16142010兵庫県 兵庫県
知的財産専
門家育成プ
ログラム

経済産業省 1110411

日光市は環境美化都市であり、恵まれた自然環境が貴重な観光資源であることか
ら、当市から全国的なクリーンエネルギー自動車の普及啓発を発信するため、ク
リーンエネルギー自動車により訪れる観光客に対し、市内駐車場等の無料開放等
の優遇措置を検討している。これは、購入意欲の推進はもちろんのこと、足利銀
行一時国有化により地域経済が低迷している今般において、地域観光の活性化と
いった側面から、訪れる観光客に少しでも魅力ある施策を展開するなかのひとつ
としても位置付けている。この施策を実施するにあたっては、通常の車両との区
別化が容易にできる必要性が生じることから、クリーンエネルギー自動車専用の
ナンバープレートが新設できるよう、環境問題を総体的に捉え、国土交通省や環
境省等、関係省庁が連携して取り組んでいただきたい。

道路運送車両法第11条
同法施行規則第11条

「クリーンエネルギー自動車等導入促進対
策」：クリーンエネルギー自動車の普及を促進
するため、導入しようとする者及び燃料供給設
備を設置しようとする者に対し費用の一部を補
助する。

Ｃ

クリーンエネルギー自動車専用のナンバープレートの創設については道路運送車両法に関係するもので
あり当省の所管ではないが、当省においても、クリーンエネルギー自動車の普及を促進するため「ク
リーンエネルギー自動車等導入促進対策」に取り組んでおり、今年度には補助対象要件の見直しを行い
制度の利便性向上にも努めているところ。
更に、クリーンエネルギー自動車の導入・普及が効果的・効率的に推進されるよう、各省庁で連携を図
りながら各施策を進めてまいりたい。

1188 11882021栃木県 日光市
環境美化推
進プロジェク
ト
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経済産業省 1110450

産学協働により、創造性の高い新産業の創出を図り、区内産業の活性化と起業、
雇用を促進していくため、新産業支援施設整備費補助を活用したい。交付要綱の
目的と当計画のめざすところは一致しており、積極的な活用を図りたいが、要件
に合致しない部分もあるため、対象者及び対象事業の拡大をしてほしい。当計画
の新産業拠点施設は、ＳＯＨＯも配置されるＰＰＰ事業（仮称）新産業振興セン
ターデジタルファクトリー及び廃校校舎で、東京藝大や先端技術企業、区内製造
業が協働した研究開発の場となる。プロジェクト参加者の起業に有効なＳＯＨＯ
は民間事業者が設置するケースもあり、また、産学協働によるプロジェクトの事
業者は行政のみだけではない。そこで、地域再生区域において、要綱の交付目的
に適合する事業について、交付対象としてほしい。

新事業支援施設整備費補助金
交付要綱
第３条（交付の対象）１項及
び５項別表１

新事業支援施設整備費補助金は、交付要綱上で
民間事業者が行う整備事業のうち、都道府県又
は市町村が補助を行うPFI形態の事業に対しては
補助対象と規定している。また、第三セクター
に対しても補助対象と規定しているが、いわゆ
る民間事業者については、現行では補助対象と
していない。

Ｃ

新事業支援施設整備費補助金は、交付要綱上で民間事業者が行う整備事業のうち、都道府県又は市町村
が補助を行うPFI形態の事業に対しては補助対象と規定している。よってPFIにより民間事業者に整備さ
せるのであれば、現行制度で対応可能。また、当補助金の政策目的（中心市街地活性化法に基づく中心
市街地活性化基本計画の推進、新事業創出促進法に基づく新事業創出促進基本構想の推進、産業集積活
性化法に基づく基盤的技術産業集積活性化計画、高度技術産業集積活性化計画の推進、産業クラスター
計画等の政策に配慮し、前述の計画等の推進に基づき、新事業・新規雇用の創出を通じて地域経済の活
性化を図ることであり、このような政策目的を達成するため全国的な視点からより効果的で必要な案件
を選定し支援）を達成するために、その意図を汲む第３セクターに対しても補助を行っているが、それ
以外の民間事業者の整備する施設についての補助対象の拡大等については、補助を行うことが適当であ
ると現状では判断できない状況であり、対応は困難である。

1324 13242020東京都
東京都
足立区

アート・テクノ
ロジー新都
心計画

経済産業省 1110460

　中小企業経営資源強化対策費補助金（栃木県地域技術改善費補助金）におい
て、中小企業者等が単独で行う研究開発への補助のほか、中小企業者等が行う、
企業、大学、公的試験研究機関が保有する開放特許や研究成果を利用した新技
術・新製品の共同研究開発も補助対象に加える。

中小企業経営資源強化対策費
補助金

中小企業者等が自ら行う新製品、新技術等に係る研
究開発等に要する経費について、都道府県が補助を
行う場合における当該費用の一部を国が補助するも
のである。

Ｃ
地域活性化創造技術研究開発事業は、中小企業の研究開発等事業を促進し、その研究開発成果の事業化・商品化
及び成果の普及を図ることを目的としている。したがって、本事業の補助対象は、公募を経て採択された中小企
業者が、採択を受けた事業について、自ら行う研究開発である。

1331 13312040栃木県 栃木県
栃木県経済
新生計画

経済産業省 1110600

新エネルギー等の開発を促進し、環境・エネルギー産業の創出を図るため、日本
政策投資銀行投融資指針第２における細項目「地球環境対策・公害防止」中、
「３．新エネルギー・自然エネルギー開発」に掲げる事業を利子補給の対象とす
ること。

なし なし C

新エネルギー設備設置に関する低利化制度は以下のとおりである。
利子補給については、「地域エネルギー開発利用促進対策」において、新エネルギー事業に係る資金を低利で貸
し付ける市中銀行に対して、新エネルギー財団から利子補給を行っている。
一方、日本政策投資銀行については、財政投融資において、風力発電や太陽光発電等の施設整備事業等に関して
既に低利化施策を講じている。

11482020

環境・エ
ネル
ギー産
業フロ
ンティア
構想

国際的なエ
ネルギー開
発・供給拠点
が形成され
つつあり、あ
おもりエコタ
ウンプランに
よるゼロエ
ミッション技
術の確立を
目指す先進
的な取り組
みを展開して
いる本地域
のポテンシャ
ルを最大限
に活かし、環
境・エネル
ギー分野に
おける幅広
い実証やノ
ウハウの蓄
積を図り、新
たなビジネス
や新産業の
創出を促進
することによ
り 地域の経

経済産業省 1110590
民活法に基づき整備した施設の転用後の用途が同法第２条の特定施設のいずれか
に該当するときは、転用に伴う整備計画の処理を同法第５条の規定に基づき行う
こととし、その整備事業に対しては、同法所定の支援措置を適用する。

民間事業者の能力の活用によ
る特定施設の整備の促進に関
する臨時措置法第５条
補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第２２条

①特定施設の整備計画の認定を受けたものは、当
該認定に係る整備計画の変更をしようとする時は、
主務大臣の認定を受けなければならない。
②認定事業者が認定計画に従つて取得して特定施
設又は当該特定施設の敷地である土地について
は、地方税法で定めるところにより、不動産取得
税、固定資産税、特別土地保有税又は事業所税に
ついて、必要な措置を講ずる。
　国及び地方公共団体は、認定計画に係る特定施
設の整備の事業を実施するのに必要な資金の確保
またはその融通の斡旋に努めるものとする。
③補助事業で取得した財産を、各省各庁の長の承
認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して
使用してはならない。

Ｅ

①民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法第５条は認定を受けた整備計
画の変更である。１４号施設等新たな特定施設の整備計画の認定は同法第４条に基づき、同法第５条と同様の
手続きにて行うことができる。
②国土交通省より提案主体に具体的な転用の内容について確認したところ、１４号施設（農林水産省所管）で
あったため経済産業省では予算措置はとらない。

1132 11322012兵庫県 洲本市

民活施設の
活用による
「みなと」再
生構想
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